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第1節　活力に満ちた産業の振興

❶農林畜水産業の振興

 現状と課題 
当町の総農家数と農家世帯員数は年々
減少を続け、平成 27年には総農家戸数
187戸、 農業就業者数90人となっており、
このうち自給的農家戸数は122戸と、経
営規模も小さく、生産性は概して低いも
のとなっています。
また、町の南西に中山山脈が連なり傾
斜地が多いなどの立地特性から、農業活
動等を通じ、国土の保全、水源のかん養、
良好な景観形成等の多面的機能の対応を
図っていますが、今後は、人口減少や担
い手の高齢化等による農業従事者の減少
に伴い、耕作放棄地が増加し、自然環境
に対する多面的機能の対応力が低下する
ことが懸念されます。
基幹作物である水稲は、現状の担い手
への集積集約化により耕作面積の増減は
少ないものの、近い将来、担い手不足によ
る著しい耕作面積の減少が想定されます。
経営所得安定対策による転作後の水田
については、十分な管理ができずに耕作
放棄状態にあり、農村としての環境機能
や耕地の復元利用方法の面でも大きな問

題となっています。
畑作では、冬期間活用されていなかっ
たハウス施設で、冬の野菜栽培が行われ
ているほか、一球入魂かぼちゃ、にんにく
などの高収益作物も栽培されてはいるが、
水稲同様担い手の減少による作付面積の
減少が課題となっています。
「農業離れ」の傾向が見られる中で、こ
れからの農業を振興していくためには、
農業者の自助努力や主体的な活動を支援
し、地域複合経営を積極的に促進するな
ど、農業を取り巻く環境変化に対応した
施策が求められています。
また近年は、ニホンザル、アナグマ等
による野生動物の食害が甚大となってお
り、農業者の耕作意欲を大きく阻害して
いるため、具体的な対策が必要となって
います。
林業については、山林面積10,782ha
のうち、ほとんどを国有林が占め、民有
林は1,536 haとなっています。専業林家
もなく林家の大部分は農業との兼業であ
り、5ha未満の零細経営林家が大半を占
めています。こうした現況から、林業を主
とした経営維持が非常に厳しい状況にあ
るため、間伐材の有効活用や森林資源を
活かした施設整備を行う必要があります。
畜産業については、当町ではこれまで、
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公共牧場の整備を継続的に実施し、肉用
牛の 振興に努めてきました。令和元年に
は、主体となる繁殖牛 97頭、子牛 62
頭が飼育されています。
畜産農家の高齢化が進み引退者が出る
一方で後継者となる若手農家が新たに加
わることで、飼育頭数の大幅な減少はな
く、ほぼ現状維持が続いている状況です。
当町で特産化を目指している「いまべつ
牛」の生産数は依然少ないものの、道の
駅いまべつを活用した販売方法をとること
で安定供給を図っています。また、「いの
しし肉」は現在若手農家が1軒のみで繁
殖・肥育・肉販売までを行う県内で唯一
の産品であるため、積極的にPRし、安定
生産の仕組みを構築する支援をしていく
ことが重要です。今後いまべつ牛及びい
のしし肉のブランドの確立を目指すには、
周知等の取組強化が必要となります。
漁業については、東西20kmの海岸線
で、主として沿岸小規模漁業を中心に営
まれていますが、魚介、海藻類等の水産
資源が枯渇してきており、漁業不振が長
期化する懸念があります。漁獲量と漁獲
金額をみても減少傾向にあり、漁業従事
者の高齢化や後継者不足と併せ、漁家集
落における急速な人口減少が問題となっ
ておりますが、今別沖のサーモン養殖場
がASC国際認証を取得し、漁協による出
荷体制が整備されたことにより、漁業関
係者のみならず町の雇用問題の改善が期
待されます。

内水面漁業は、昭和54年の漁業権取
得後、毎年稚魚の放流を継続してきまし
たが、独自の事業展開のためには、海面
漁業と提携し、なお一層組織の拡大強化
を図る必要があります。
再生可能エネルギー資源については、
農山漁村に豊富に存在する太陽光、風力、
地中熱、バイオマスといった未利用の資
源を有効活用して地域の農林漁業発展へ
の取り組み・検討が全国各地で行われて
います。

 基本方針 
◆農業生産条件の不利を補正する「多面
的機能支払制度」を実施し、適正な農
業生産活動の維持を通じて、地域経済
活動や生活環境の改善に努めます。

◆今別町農業経営基盤の強化の促進に関
する基本的な構想に基づき、地区又は
地域における担い手の育成に努めます。
さらに、集落営農の今後の方向性に対
する町民の合意形成、担い手の明確化、
担い手の育成・確保の取り組みを支援
します。

◆飼料用米の作付けの推進や、減農薬農業
を目指して、環境保全型農業への取り組
みを一層強化します。農産物のブランド
化、加工・販売体制の整備を行い、消費
者ニーズに対応した多彩な地域農業の展
開に努め、魅力ある農業の振興を図ります。
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◆耕作面積の拡大や、ほ場、農業用水路、
農道等の充実及び水田の有効活用と農
業経営環境の確立を目指し、農業生産
基盤の充実に努めます。

◆畜産業においては、排泄される糞尿の
堆肥化や転作農地活用による飼料作物
の作付等畜産農家と耕作農家の連携を
推進します。また、道の駅いまべつを
いまべつ牛の販売拠点とし、消費者へ
の安定供給体制の確立及び生産数の増
加を図ります。

◆豊かな自然資源を最大限に活用した交
流人口の拡大を図ります。

◆道の駅いまべつ等での販売や学校給
食・福祉施設等での利用・消費を通し
て今別町の農産物の認知度を向上さ
せ、消費者と生産者の距離を縮め、安
心で安全な農産物を供給できる地産地
消を推進します。

◆育てる漁業の推進により水産物の安定
供給を図り、二次加工による六次産業
化の推進や販路拡大を支援します。さ
らに、若い漁業者の組織化を進め、担
い手の確保に努めます。

◆造林や間伐の促進、林道の整備拡充な
ど林業生産基盤の整備による効率的林
業推進を図ります。

◆再生可能エネルギーを活用した農村漁
村の活性化を図るため、情報収集・研
究を推進します。

 主な施策 
1. 次世代農業の担い手支援
(1) 地域における担い手の育成
集落や地区において担い手の育成を地
域関係者との十分な検討を行い、認
定農業者等の育成や農業法人化を支援
し、就農者の所得向上に取り組みます。

(2) 東青地域市町村連携による農業移
住・新規就農者支援

東青地域市町村の連携による「農業移
住・新規就農サポート事業」の推進に
より、 農業移住者や新規就農者の希望
をかなえるため、サポートセンターの
設置、首都圏での PR 活動、効果的支
援内容の提案などを行い農業移住者・
新規就農者の拡大を図ります。

2. 環境にやさしい農業の振興
(1) 飼料用米作付の推進
安心・安全な飼料用米の生産による循
環型農業の推進を図ります。

(2) 減農薬農業の推進
消費者の食の安全ニーズの高まりを受
けて、減農薬・減化学肥料米の拡大に
取り組むとともに、環境にやさしい、安
心・安全な作物の生産に取り組みます。

3. 農業生産基盤の整備
（1）農業用施設の整備
農業の法人化や集落営農の活性化を図
るため、農地の保全、農業用水路、農
道の改良・舗装などの環境整備を行い
ます。また、有害物質を含む既存施設
の処理対策に努めます。

（2）農地環境の整備
自然環境保全の観点で、町全体の取り
組みとして、農地、水の環境保全に取
り組むとともに、農業生産条件の不利
を補正するため、「多面的機能支払制度」
を実施し、適正な農業生産活動を維持
し、地域経済活動や生活環境の改善に
努めます。
また、ニホンザル、アナグマ等による
食害対策の強化と後継者の育成など生
産環境の整備を図ります。

(3) 農業経営規模の拡大支援
遊休農地の有効活用を検討し、農地の
機能回復を図りながら、立地条件に適し
た作物の作付を推進します。また、既存
のハウス施設などを効率活用し、地域に
適した品種導入を進め、冬の野菜栽培
を含めた通年農業の振興に努めます。

(4) 農業経営基盤の充実
農産物の加工を奨励し、高付加価値化
を進め特産品の開発に努めるとともに、
水稲の栽培管理技術を高め、良食味米

の生産安定と、複合経営を支援し農家
所得の向上を図ります。

(5) ほ場の整備
地域条件に応じた区画、用排水路等の
整備を推進し、水田の汎用化と耕作面
積の拡大を推進します。

4. 林業の振興
(1) 生産基盤の整備
造林・保育を推進しながら、間伐を進め、
良質木材の生産を図るとともに、間伐
材などを有効活用し、生産加工や商品
開発に努めます。また、森林を活用し
た総合的な利用を促進します。

 5. 畜産業の振興
(1) 堆肥の有効利用
畜産農家から排出される糞尿を堆肥化
し、耕作農家と連携して環境にやさし
い土づくりの推進と循環型農業の推進
を図ります。

(2) 飼料の自給確保
転作農地活用による飼料作物の作付を
推進し、飼料作物の自給率向上を推進
します。

(3) いまべつ牛のブランド化の推進
主力品種である黒毛和種の肥育牛生産
拡大と担い手育成に取り組み、PR強化、 
販売体制の確立による地場産品のブラ
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ンド化を図ります。

6. 漁業環境の整備
(1) 漁業基盤の整備
沿岸海域の整備と未利用漁場の開発に
努め、漁港整備事業、環境整備事業を
推進し、漁場の汚濁防止等の漁業基盤
の整備を図ります。
また、漁業従事者の労力軽減と水産物
などの高付加価値化を促進するための
共同加工施設を整備します。

(2) 次世代漁業の担い手支援
漁具・漁法の近代化を推進し、作業の
省力化を図り後継者の育成に努めます。

7.つくり育てる漁業の推進
(1) 海面漁業の推進
ナマコやアワビの種苗を放流することに
より、つくり育てる漁業の振興を図ります。
また、モズク、コンブ等藻場の保全活
動を実施し、多様な水産物や幼稚魚の
保育場を提供することにより漁業の生
産拡大と経営基盤の強化を図ります。

(2) 内水面漁業の振興
アユ・イワナ・ヤマメの稚魚の放流の継
続や水質汚濁防止など水辺資源の保全
を図ります。

8.グリーン・ブルーツーリズムの推進
(1) 関係団体連携の強化

農業・漁業の体験などグリーン・ブルー
ツーリズムの推進を目標に、漁協や観
光協会などと連携し、当町を訪れる人々
の受入体制の強化を図ります。

(2) 受入メニューの開発と人材育成
今別町固有の自然資源を活かしたメ
ニューの開発を推進するとともに、グ
リーン・ブルーツーリズムに携わる案内
人等の育成を図ります。

9. 地産地消・食育の推進
(1) 生産者の顔が見える物産販売の促進
農林畜水産業の豊富な物産を活用し、
訪れる観光客や消費者のニーズに合った
今別町ならではの名産品を開発し、直売
所などを中心に、産地直結の生産者の
顔が見える販売を行い、販路拡大を推進
します。

(2) 学校給食、福祉施設等への地場産
品の供給拡大

今別町内の学校給食、福祉施設等への
町産品の供給をより充実させ、安全で
安心な食産品を供給できる取り組みを
促進します。

(3) 食文化継承のための活動支援
伝統ある優れた食文化や、地域の特色
ある食文化などの継承を推進する活動
を支援し、次世代に向けて「食育」を
推進します。

10. 再生可能エネルギーを利用
未利用資源である地中熱等の活用を検
討します。

❷商工業の振興

 現状と課題 
当町の商店数は、平成14年度は76件、
平成19 年度は55件あったが、平成 28
年度には 40 件と、年々減少しています。
商店街の形成は、今別地区に集中してい
るものの、道路網の整備などにより商業
圏が拡大し、都市部など郊外型複合ショッ
ピングセンターの出店により、地元商店
街からの消費者離れが進み、零細型の店
舗構造になっています。また、消費者ニー
ズの多様化に伴い、それに応えるべく諸
施策を検討していますが、商業を取り巻く
環境はますます厳しいものになっています。
商業は、消費者に密着した産業であり、
人々の豊かな生活に果たす役割が極めて
大きいため、商店街組織の早急な基盤整
備と経営者間の連携を強化し、自立的で
創造に富んだ商店街の自主的な取り組み
を促進することが課題となります。
北海道新幹線「奥津軽いまべつ駅」開
業を機に、従来の中心市街地の賑わい再
生と、 新幹線駅周辺の商業施設整備も含
め、中心市街地と新幹線駅周辺の機能的
連携を行うことが必要です。
工業については、過去の事業所数の推
移を見ると、青函トンネル関連工事の終了

とともに閉鎖する事業所が目立ち、昭和
50年をピークに減少しています。また、
町の西部に企業団地を整備し、女性就労
者を中心に企業誘致を図ってきました。
平成15年度には誘致企業の事業所が
3社ありましたが、業績不振による倒産・
撤退により、平成19年度からは1社となっ
ています。
当町における地場産業おこしは、農林
水産物を活用した製品づくりの研究開発
に取り組む団体やグループがきのこ・タケ
ノコなどの山菜の処理加工、海産物では、
ウニ・イカ・コンブ・ ワカメなどの加工や、
海藻を活用した麺の販売、木材加工につ
いては、ヒバ材を使用した製品開発が行
われ、地場産業として定着しています。
当町の農林畜産品は、一球入魂かぼ
ちゃをはじめとした農産物、きのこ・タケ
ノコなどの山菜、いまべつ牛、ウニ・もず
く等の海藻、そして新たな特産品の津軽
半島今別サーモンなど、自然の恵みと生
産技術により成功した特産品が数多くあ
ります。食材として流通されているこれら
の特産品を、今後は産業連携により加工
を施し生産から加工・販売まで行う六次
産業化を目指す必要がありますが、技術・
人材・生産体制・販路などの面で多くの
課題が残されています。今後は、基幹産
業である農林畜産業を基軸とした地場産
業の振興を図り、雇用の場の確保と地域
経済の活性化に波及効果の大きい企業誘
致の実現に向けて、受け入れ体制を整備
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するとともに、再生可能エネルギーを生か
した新産業の創出を図る必要があります。

 基本方針 
◆中心市街地活性化のために、新幹線駅
周辺との回遊性を高め魅力ある商店街
づくりを進めます。

◆商店街づくりを促進し、意欲のある商
店経営者を育成します。

◆企業の技術水準の向上と経営基盤の強
化を進めるとともに、当町の豊かな地
域資源を活かした起業や新規分野への
参入を促進します。

◆地場産業の育成のため、公的機関と連
携し、人材の育成や体制の強化を図り
ます。

◆企業誘致のための環境整備に取り組み、
新たな企業誘致を推進します。

 主な施策 
1.中心市街地の活性化
(1) 商店街づくりの推進
各種イベントの開催や特色のある店舗
づくりなど、賑わいのある商店街づく 
りを支援するとともに、商店街と連携
し、店舗の近代化、街路灯、街区の整
備を図り、消費者の利便性向上に努め
ます。

(2) 商工会活動への支援
消費者の多様なニーズに対応した商業
サービスの提供を図るため、商工会の
多面的な活動を支援します。

(3) 空き店舗を活用した新たな取り組み
町商工会等と連携して、経済活動によ
る波及効果を最大限に発揮できるよう
地域活性化事業に取り組みます。

(4) 街中回遊交通システムの構築
中心商店街への誘客、および回遊性を
高めるため、北海道新幹線「奥津軽い
まべつ駅」との間をバス等でつなぎ、
誘客の仕組みづくりに取り組みます。

 2. 商業関連情報の積極的な発信
(1) 地域情報の発信
当町を訪れる観光客等に対し、情報を
受信するための無線通信インフラ(Wi-
Fi ステーション )を整備して、物産や名
所ガイド、イベント情報など、積極的な
情報発信の仕組みを構築します。 

3. 既存企業の育成と起業の促進
(1) 積極的な創業支援の実施
(地独 )青森県産業技術センターなどの
公的機関と連携し、人材の育成や指導
体制の強化に努めるとともに、農林畜
水産物などの処理加工技術の向上と生
産体制の組織強化を図り、販路拡大や
新しい製品づくりを支援します。

(2) 観光交流型ビジネスの推進
観光交流型ビジネスを促進するため、
グリーンツーリズムやブルーツーリズム
等の施策を支援します。

(3) 各種制度等の充実
県と連携し創業や商品開発といった前
向きな事業活動に必要な資金の調達を
図る中小企業や個人を対象に信用保証
料を全額補助します。

4. 企業の誘致促進
(1) 企業誘致の推進
地域資源を活用した再生可能エネル
ギーを導入する企業の立地や地域経済
の活性化に波及効果の大きい企業誘致
の推進を図るため、受け入れ体制の整
備を図ります。

(2) 住民定住化の推進
家族や友人が暮らす地元での就職希望
者に対して、各種情報提供と情報収集
に努め、町民が望む企業誘致の実現と、
UJIターン希望者の把握による人材確保
を推進し、住民の定住化を図ります。

(3)圏域の立地環境をPRするため、東
青地域全市町村及び各商工会議所や商
工会が一体となり圏域の企業立地の促
進に向けた活動に取り組みます。

❸雇用環境の整備

 現状と課題 
雇用情勢が全国的に悪化している中、
当町の有効求人倍率は、県平均を下回り
依然として低迷しています。一方で少子
高齢化の進展、女性の社会参加、就業意
識の多様化などから、労働力が集中する
業種や就業者の働き方も変化してきてい
ます。また、団塊の世代が大量定年を迎
え、高齢者の雇用についても大きな問題
となっています。
このような現状から、多様な手段によ
るタイムリーな雇用情報の積極的な提供
に努め、併せて、能力開発、キャリア形
成の機会が必要となっています。
また、労働環境の充実は、高い就業率、
生産性につながることから、中小企業間
の福利厚生面での格差解消に努め、勤労
者が健康でゆとりある生活を実現するよ
うな支援を促進します。
加えて、高齢者、女性、障害者の雇用
の促進のため、関係機関との連携をさら
に充実させるとともに、キャリア形成のた
めの取り組みを推進します。

【基本方針】
◆勤労者のゆとりある生活実現のため、
勤労者福祉制度の充実に努めます。

◆高齢者、女性、障害者の雇用開発のため、
関係団体、機関との連携を促進します。
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 主な施策 
1. 勤労者福祉制度の推進
(1) 勤労者制度資金の充実
県関係機関等と連携し、町内勤労者の
生活、教育資金需要に的確に対応でき 
るよう制度の充実を推進します。

(2) 勤労者福利厚生の推進
中小企業等に働く勤労者の福利厚生の
改善を促進します。

2. 良好な労働環境の整備
(1) 雇用情報の積極的な提供
雇用情報の積極的な提供を進めるとと
もに、求職者の能力開発、キャリア形
成の取り組みを進めます。

(2) 労働関係機関の情報提供と町内外
雇用開発 労働関係機関との連携による
障害者雇用、女性雇用を促進します。

第2節　「奥津軽いまべつ駅」を起点とした観光客の流動化促進

❶観光受入施設の整備

 現状と課題 
当町は、豊かな地域資源を活用し、青
函トンネル入口広場、海峡の家ほろづき、
奥津軽いまべつ駅前、道の駅いまべつ、
いまべつ総合体育館などの整備を行い、
通過型観光から滞在型観光への転換を目
指しています。
世界に誇る青函トンネルの入り口で、本
州と北海道を結ぶ玄関口でもあり、地域
的にも地形的にも豊かな自然環境や観光
資源に恵まれていることから、毎年多くの
観光客が訪れています。今後も当町の豊
富な観光資源や地域性を活かし、誘客を
図るため施設の拡大や情報提供サービス
に努め、通過型観光から滞在型観光への
移行を検討します。
また、近年の社会情勢の変化により、
余暇時間の増大やライフスタイルの変化
に加え、余暇活動に対する住民意識の高
まりに伴い、観光に対するニーズも多様化
してきており、より良質で個性的なサー
ビスの提供が求められています。
平成 28 年 3月26日に北海道新幹線
駅「奥津軽いまべつ駅」が開業し、県内
外への荒馬やいまべつ牛など地元文化の
PR 活動を行ってきましたが、目標として
いる滞在型の観光地化は出来ているとは
言い難いため、観光資源の PR 方法を再

検討していくことが課題です。

 基本方針 
◆津軽国定公園袰月海岸を拠点に園地等
の施設整備の強化を図ります。

◆空き家の再利用等の民泊を検討し、海
峡の家ほろづき、いまべつ総合体育館
を中心に、滞在型施設の整備を図ります。

◆新幹線利用者の宿泊施設として、いま
べつ総合体育館を利用してもらうため
に、関係機関との連携を図りながら、
町外への周知、利用促進に努めます。

 主な施策 
1. 受入環境の整備
(1) 滞在型施設の整備
空き家の再利用等の民泊を検討し、海
峡の家ほろづき、いまべつ総合体育館を
中心に、訪問客の受入施設の整備を進
めます。また、津軽国定公園袰月海岸
を拠点に園地等の施設整備に努めます。

(2) 多世代利用型休憩施設等の検討 
「奥津軽いまべつ駅」周辺に、下車した
人々が休憩でき、当町の観光の始発点
または終着点として利用できる道の駅
いまべつの充実、いまべつ総合体育館
の利用促進に努めます。
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❷新たな地域資源の開発

 現状と課題 
当町は、「津軽国定公園袰月海岸」の
豊かな自然資源と、 青森県無形民俗文化
財に指定され、古くから伝承されてきた
郷土芸能「荒馬」などの文化資源に恵ま
れています。
しかし、観光スポットが点在し、「奥津
軽いまべつ駅」で下車した観光客の交通
アクセスが不十分なことや、従来の地域
資源についてもさらにブラッシュアップす
る必要があります。
今後は、当町を訪れる人々のための「奥
津軽いまべつ駅」周辺の整備や二次交通
等の利便性の向上に努めるとともに、観
光地の PR強化や地場産品の企画開発に
よるブランド化等を図ることも重要な課題
となります。

 基本方針 
◆「奥津軽いまべつ駅」と、点在する観
光拠点との回遊性と観光客の利便性確
保のため、交通アクセス機能の向上を
検討します。

◆当町の PR強化や観光地への案内機能
を充実します。

◆地場産品の企画開発を進め、地場産品
のブランド化を推進します。

 主な施策 
1. 地域資源の再構築
(1) 「奥津軽いまべつ駅」周辺環境の整
備

「奥津軽いまべつ駅」周辺に、観光や
体験、スポーツ施設の整備を行い交流
人口 の拡大を目指します。

(2) 回遊性と利便性の確保
当町を訪れる人々の利便性の向上や、
町中心街、点在する観光スポットとの
回遊性を高め、訪れる人々の満足度向
上を目指し、交通アクセス機能の向上
に努めます。

(3) 地場産品のブランド化
地場産品 (いまべつ牛、モズク、アワビ、
ナマコ等 )の PRを強化し、二次加工
等の商品の企画開発を推進することに
より、「今別」ならではの物産のブラン
ド化を図ります。
また、津軽半島今別サーモンを活用し
た新たな事業を展開し、町おこしの資
源を検討します。

(4) 青森圏域の食ブランド化推進
各市町村の農水産物の高付加価値化・
販路拡大を図るため、青森圏域内市町
村が連携してブランド化に係るイベント
等の実施に努めます。

❸交流人口及び関係人口の
　創出・拡大に向けた取り組み

 現状と課題 
当町は、青函トンネル開通を記念して
北海道知内町と友好町の締結をしており、
昨年30周年を迎えました。産業・経済・
文化・スポーツ・学校・議会・各種団体等
の幅広い交流が盛んに行われています。
郷土芸能「荒馬」を通じて、首都圏の
小学生や全国各地の大学生などの団体が
毎年訪れ、大川平荒馬は、京都の大学生
との交流 20周年を迎えました。
今後は、「荒馬」交流の継続、体験農
園の利活用の推進、また、いまべつ総合
体育館を活用したスポーツ交流を通じた
首都圏在住者が「関係人口」として、地
域間交流の推進を図ります。また、国際
感覚豊かな人づくりを行うため、小・中学
生や町民が外国語や外国文化への関心を
深めるため、国際交流や外国語指導助手
(ALT)の派遣継続に努めます。
また、北海道新幹線「奥津軽いまべつ
駅」の利用促進を図り、観光交流はもと
より、文化・スポーツ等による交流をさ
らに促進する必要があります。

 基本方針 
◆文化・スポーツ等の交流を促進し、交
流人口の拡大と関係人口の創出を図り
ます。

◆体験農園等の利活用による町外及び首
都圏との交流促進に努めます。

◆小中宿泊交流を促進し、地域間交流を
図ります。

◆国際交流の促進や外国語指導助手
（ALT)の継続を図るとともに国際感覚
豊かな人材を育成します。

◆友好町の北海道知内町との交流をさら
に促進し、道南地域との観光・研修等
の交流拡大を図ります。

 主な施策 
1. 交流人口の拡大
(1) 文化・スポーツ等交流の推進
文化資源である郷土芸能「荒馬」やいま
べつ総合体育館を利活用したスポーツ
等の交流を促進し、交流人口の拡大に
努めます。

(2) 体験農園等の利活用推進
活性化施設及び体験農園等を利活用
し、多様なプログラムで都市部との交
流を図ります。

(3) 小・中宿泊交流の推進
県内外の学校と宿泊交流事業を実施
し、地域間交流を行うとともに、コミュ
ニケーション能力の向上を促進します。
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(4) その他交流拡大施策の推進
他地域の小中学生や農林畜水産物消費
者との交流を促進するとともに、イン
ターネットを活用し、首都圏の小・中学
生との交流を図ります。

2. 国際交流の推進
(1) 国際感覚豊かな人づくりの推進
国際感覚豊かな人づくりのための国際
交流を促進し、小中学生の英語力強化
を目指し、外国語指導助手 (ALT)の派
遣継続に努めます。

3. 北海道知内町との連携強化
(1) 友好町との交流拡大
北海道知内町との観光連携や研修イベ
ントの受け入れ等を図り、当町と知内町
の交流強化に努めます。

4. 関係人口の深化・創出
(1) 関係人口の拡大
地域との関わりを求める都市部の住民
等と地域のニーズとのマッチング支援や
地域と人材をつなぐ環境整備などに努
めます。

❹受入体制の整備

 現状と課題 
当町は、青森県津軽半島北端の中央部
に位置し、青い海と豊富な緑につつまれ
た自然環境に恵まれた、本州と北海道を
結ぶ青函トンネルの玄関口にあたります。
自然豊かな環境で、将来にわたり町民
が安心して暮らすためには、観光の振興
はもとより、産業振興による雇用の場の
創出や交流の促進による定住人口の拡大
等さまざまな活性のための施策に取り組
んでいくことが必要です。
そして、新幹線等を利用して当町を訪
れる人々に対するおもてなしの人的受入体
制の整備が重要となります。
既存の周辺環境施設としては 「道の駅
いまべつ半島プラザアスクル」が、平成
27年度にリニューアルされ、北海道新幹
線「奥津軽いまべつ駅」及び津軽線「津
軽二股駅」に隣接し、 主要地方道今別蟹
田線（県道14号）の沿線に位置する津軽
半島北部の観光情報の発信拠点としての
機能を担ってきました。北海道新幹線奥
津軽いまべつ駅開業を機に、施設内のレ
ストランでは、地場産品のブランド化を目
指している黒毛和種のいまべつ牛ステー
キや焼き肉定食、町の特産品のもずくう
どんを提供しており、地場産品の海の幸、
山の幸の PRに努め販売促進を図ってい
ます。また、 新たな地域資源となり得る
「津軽半島今別サーモン」を活用したメ

ニュー化にも注力する必要があります。

 基本方針 
◆当町の自然・文化・歴史等に詳しい専
門ガイドの育成を図ります。

◆観光客等の交流人口拡大のため、人的
受入体制の整備を図ります。

 主な施策 
1. 受け入れ体制の整備
(1) 観光ガイドの育成
当町の自然・文化・歴史等に詳しい今
別町観光応援隊の拡充に努めます。

(2)人的受入体制の整備
観光スポットや物産販売、研修・合宿
等の受け入れなど、当町を訪れる人々
の利便性向上を目指し、今別町観光応
援隊の拡充に努めます。
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第1節　快適で住みやすい生活環境の形成

第 2 章 地域資源を活かした交流を促進し
地域活性化を推進するまち

❶定住促進住宅の整備

 現状と課題 
当町の年少人口（0歳から14歳）は、
今別町人口ビジョンの推計によると、平
成 22年に208 人あった人口が令和22
年には126人まで減少すると推計されて
います。また、生産年齢人口（15歳から
64歳）についても、平成22年に1,589
人が、令和22年には550人まで減少す
る推計になっています。
町民が将来にわたり、住み慣れた地域
で安心して暮らしていくためには、定住人
口の増加を図り、町を活性化していくこと
が重要な課題となります。
今後は、定住促進住宅の整備はもとよ
り、住宅取得に係る支援や空き家の再活
用等の住宅支援策を促進することによる
移住・定住策の推進が必要です。

 基本方針 
◆定住促進住宅の整備を図り、定住者の
ための住宅取得に係る支援等を検討し
ます。

◆UJIターン等、様々なニーズや住宅需

要を把握しながら、空き家再活用等の
民間開発などによる住宅の供給や購入
促進策を検討します。

 主な施策 
1.住環境の整備
(1) 定住促進のための支援等
定住を図るため住宅取得に係る支援等
の整備を行います。

(2) 定住促進住宅の整備
当町の豊かな自然の魅力を感じて定住
する者に対し、定住促進住宅の整備を
図るとともに、空き家等を再活用した
民間主導による住宅供給や購入促進策
等の支援を整備します。

❷空き家バンクの整備

 現状と課題 
平成 20年における全国の空き家率は

13.1%に達しており、昨今の人口減少や高
齢化の進展を受け、特に地方における上
昇が顕著になっていくことが予測されます。
空き家については、管理不全による倒
壊等の事故、景観の阻害、防災や防犯の

機能低下、ごみ等の不法投棄の誘発など、
生活環境の悪化を招く要因として社会的
な問題になっています。
当町においては平成 27年度と令和元
年度に、町内に存在する空き家を対象に
実態調査を実施し、調査結果を基に空き
家台帳を作成しデータベース化を行い、
平成 29 年に調査結果の分析により実情
に即した条例・規則を定め、平成 30 年
度に空き家等対策計画を策定しました。
また、放置すれば倒壊等著しく保安上
危険となる恐れのある状態若しくは、著
しく衛生上有害となる状態にある特定空
き家候補に対しては、調査を実施の上、
対策を行う必要があります。
今後は、空き家の状況を把握し、対策
計画を基に対策を講ずるとともに、空き
家の有効活用の促進を図っていく必要が
あります。

 基本方針 
◆当町の空き家の現状を把握し、空き家
の撤去及び有効活用策について検討し
ます。

◆空き家の売却や賃貸を仲介する「空き
家バンク」を設置しているので、町内
不動産の流通及び定住促進住宅等への
再活用について検討します。

 主な施策 
1. 空き家対策の推進

(1) 空き家の現状把握と対策の検討
当町の空き家の現状を把握し、空き家
の撤去や有効活用について検討を図り
ます。 また、倒壊の危険性がある空き
家については、今別町空き家等の適正
管理条例に則り、撤去の方策等を検討
します。

(2) 「空き家バンク」の設置、再活用の
検討

空き家の有効活用について、空き家の
売却や賃貸を仲介する「空き家バンク」
設置の利用拡大、定住促進住宅等の再
活用を検討します。

❸スポーツ交流施設の整備

 現状と課題 
平成 30年 7月7日に、いまべつ総合
体育館が落成し、前期計画からの課題で
ありましたスポーツ施設の整備の目標を
達成することができました。町スポーツ協
会においては、新たにバドミントンクラブ
が加入し、定期的に体育館で練習、年2
回大会を実施しています。
また、教育委員会や指定管理者でス
ポーツ事業等を実施しているほか、ホスト
タウンの相手国であるモンゴルフェンシン
グチームの強化合宿や慶応大学フェンシン
グ部の合宿が行われました。
しかしながら、当初の目標値は依然とし
て達成できていないことから、県内外へ
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の周知活動や大会・合宿等の誘致活動に
力を入れる必要があります。また、利用者
のニーズに沿った文化スポーツ事業の開催
や施設備品の充実が必要不可欠となって
います。
今後も、これまでスポーツを通じた国

際交流や国内の広域交流の実績を活かし
つつ、誰もが、生涯にわたってスポーツを
楽しめる環境の充実に努めるとともに、各
種スポーツ団体の育成・支援をしながら、
健康で豊かな地域社会の構築を図る必要
があります。

 主な施策 
1. スポーツ交流の推進
（1）スポーツ交流施設の充実
スポーツ交流施設の活用・促進を図り、
オリンピック選手等の事前合宿誘致や
文化スポーツ交流を促進するとともに、
指導者の育成及び確保に努めます。

（2）スポーツ親交
町民が生涯各時期において、個々の体
力や年齢を考慮しながら、技術、目的
に応じて、 主体的、継続的にスポーツ
に親しむことのできる「生涯スポーツ社
会」の実現をめざします。

（3）スポーツ交流の拡大
スポーツに関連した幅広い国際交流や
国内の広域交流を推進し、交流人口の
拡大を図ります。

❶知・徳・体を育む学校教育
　の推進

 現状と課題 
急速に進む少子高齢化や人口減少、情

報化社会の進展により教育現場にも ICT
の活用 が求められるなど、子供たちを取
り巻く環境が大きく変わりつつあります。
こうした社会だからこそ、「知・徳・体」の
調和のとれた子供を育てるために、個に応
じたきめ細かな指導を行う必要があります。
また、特別支援教育については、障害が

多様化・複雑化していることから、福祉や
医療 等の関係機関と連携し、ニーズに応
じた教育支援を行っていく必要があります。
今後も少子化により、児童生徒数が減
少することが予想されます。子育て世代を 
はじめとした移住・定住者の促進や、充
実した教育が可能な小規模校のメリットを
最大限に生かすための取り組みを進める
とともに、子供たちの国際感覚醸成のた
めの仕組みづくりや、地域の教育力を活
用するなど地域と一体となり、社会全体
で子供たちの「生きる力」を育む教育環
境を整備することが必要です。

 主な施策 
1. 確かな学力を育む教育
(1) 教員の指導力向上と授業改善
児童生徒の学力の向上や心身の健全な

育成には、教職員の指導力が重要とな
ります。そのため、教員の各種研修会
への参加や ICT 設備の積極的な活用な
ど教職員のスキルアップを目指し、児童
生徒の学力向上に努めます。

(2) Society5.0 に対応した教育の確立
Society5.0「超スマート社会」によって、
人工知能 (AI) の活用がさらに進み情報
技術が進歩した時代になっていきます。
こうした情報技術に対応できるような
教育を推進していくとともに、人間らし
い力を身に着けるため「文書や情報を
正確に読み解き対話する力」、「科学的
に思考・吟味し活用する力」、「価値を見
つけ生み出す感性と力、好奇心・探求心」
を育めるよう教育の質の向上を目指し
ます。また、児童・生徒一人一台のパソ
コン・タブレットの整備や遠隔授業等
に対応した基盤整備に努めます。

(3) 特別な支援を必要とする児童生徒
への支援

特別な支援が必要な児童生徒について
は、個別の教育ニーズを把握し、必要
に応じて特別支援学級や支援員を配置
するなどの支援を行います。

2. 豊かな心と健やかな体を育む教育
(1) 豊かな心の育成

第2節　未来を担う人づくりの推進
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子供たちの豊かな情操や規範意識、命
を大切にする心、人権を尊重する心、 
人間関係を築く力、社会性、公共の精
神を主体的に判断し適切に行動する力
などを育むため、道徳教育や人権教育
を推進するとともに、体験活動や読書
活動、生徒指導、青少年を取り巻く有
害情報対策等の充実を図ります。

(2) 健やかな体の育成
学校保健、学校給食、食育の充実によ
り、現代的な健康課題等に対応し、子
供の心身の保持増進や健康教育の推進
を図ります。

3. 学校・家庭・地域との協働による教育
(1) 地域との協働による学校づくり
地域における人間関係の希薄化や人口
減少により、地域が自主的に教育課題
を解決することが困難になりつつある
ことから、「学校運営協議会」を設置し、
学校・家庭・地域が協働して、子供た
ちの成長を支える取組みを推進します。

4. 学校教育環境等の整備促進
(1) 学校教育における児童生徒等の安
全の確保

学校施設は、児童生徒等の学習・生活
の場であるとともに、災害発生時には
地域住民の応急避難場所ともなること
から、学校施設の耐震化や非構造部材
の耐震対策を含む防災機能の強化、老

朽化対策を推進します。また、防災教
育等の学校安全に関する教育や学校に
おける組織的取組の推進、地域社会、
家庭との連携強化を図ります。

(2) 教育費負担の軽減に向けた経済的
支援

将来の町を担う人材育成のため、町外
への通学者がいる世帯に対して通学費
の補助や奨学資金貸与制度の充実など
保護者の負担軽減を図ります。

❷生涯学習社会の形成

 現状と課題 
誰もが、生涯を通じて「いつでもどこで
も学びたいときに学べる」ことを目的とし
た活動を展開してきました。教育現場で
の学校支援活動として地域人材による学
習はもちろん、公民館施設等での講座・
サークル活動を実施してきました。しかし
ながら、少子高齢化による人口減少に伴
い、各活動の参加者減少や担い手の減少
など大きな課題を残すこととなりました。
今後は、豊かで活力ある社会を築いて
いくために、各事業の見直しを行いなが
ら、連携できる事業については相互に協
力をしながら実施していくとともに、担い
手の育成に力を入れ、継続的に活動が展
開できるよう工夫を凝らしていく必要があ
ります。

 主な施策 
1. 生涯学習の充実
（1）学習の向上
学習機会の提供に努め、町民が日常生
活で必要な知識や教養を高めるための
講座実施に努めます。

(2) 情報の充実
講座・講演、イベント、サークル活動な
どの情報を広報誌やホームページなど
で紹介し、情報の共有化を図ります。

(3) 指導者、ボランティアの育成 
各種研修などを通して、生涯学習の指
導者やボランティアの育成と資質の向
上に努めます。

(4) 学習拠点の整備
子供から高齢者まで、あらゆる世代間
の学習や交流の場づくりを図り、学校
教育や公民館を拠点とした地域の多様
なネットワーク構築とコミュニティの活
性化に努めます。

(5) 生涯学習施設の整備
生涯学習の拠点である公民館やふれあ
い文庫など社会教育施設の老朽化が課
題となっており、安心安全な学習環境を
整えるため施設の維持管理に努めます。

❸生涯スポーツの振興

 現状と課題 
2020 年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会、2022年北京冬季オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会など、大きな
スポーツイベントの開催が計画されていま
す。また、 第80回 (2026年 )国民スポー
ツ大会が青森県で開催されます。当町で
は、「年齢別バドミントン」のデモンスト
レーションスポーツ会場に内定しているな
ど、スポーツに対する関心が高まっていく
ものと考えられます。
当町は、著しい人口減少により、スポー
ツ活動団体やグループが衰退していまし
たが、念願でありましたスポーツ施設「い
まべつ総合体育館」が平成 30年 7月に
整備され、各種スポーツ事業やスポーツ
協会加盟団体の練習を再開することが可
能になりました。
しかし、人口減少に比例してスポーツ人
口の減少も否めない現状です。各種スポー
ツ団体への支援やスポーツ人口増加に向
けた取組みや高齢者の健康維持、生涯に
わたって健康で充実した生活を送る「いつ
でも、どこでも、だれでも」気軽にスポー
ツ活動に親しむことができる環境整備や
指導者の育成が求められています。

 主な施策 
1. 生涯スポーツ活動の向上
（1）身近なスポーツの推進
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町民が生涯にわたってスポーツ・レクリ
エーション活動を「いつでも・どこでも・
だれでも」気軽に楽しめるよう努めます。

（2）スポーツ活動への支援
町民が自主的・主体的にスポーツ活動
の運営に参加し、多種目・多世代の交
流が図れるようスポーツ団体の活動を
支援します。

（3）スポーツ情報の提供・周知
子供から高齢者まで、幅広い年齢層で
の参加につながるようスポーツ情報の
積極的な提供・周知を図ります。

（4）スポーツ交流の促進
スポーツ活動を通した国際交流の促進
を図ります。

（5）指導者の育成・向上
スポーツ推進員をはじめ、指導者の育
成と資質の向上、相互交流に努めます。

❹青少年健全育成の推進

 現状と課題 
少子高齢化により、当町の人口減少も
著しく、子供会などの青少年団体の活動
維持が困難を極めているなかで、青少年
教育の大きな転換期を向かっています。
平成19 年から放課後子ども教室を実施
し、放課後や土曜日等における学習体験

活動を行っています。「学校・家庭・地域」
が連携・協働した取り組みを行うため、
学校支援活動や家庭教育支援活動に力を
入れ、様々な事業を展開してきました。
現在、学校・家庭・地域が連携した取
り組みを確立し、地域人材を活用した教
室も学校で実施しているほか、家庭教育
支援団体が創設されるなど青少年教育の
基盤ができつつあります。
今後は、この取組を継続しながら、指
導者・地域人材の発掘及び育成をしてい
くことが重要な課題となっています。

 主な施策 
1.青少年教育の基盤強化
（1）活動の充実・推進
青少年の健全な育成のために、青少年
自身が成長していく喜びを感じること
ができるような体験活動の充実や社会
全体で青少年を育成していく啓発活動
を推進します。

2. 連携・協働の推進
（1）青少年の成長
学校・家庭・地域との連携・協働を図り、
命の尊さや相手を思いやる心の醸成と、
健やかな青少年の成長を図ります。

3. 郷土芸能「荒馬」による交流
（1）「荒馬」を通しての育成
郷土芸能「荒馬」など地域文化活動の
場を活用し、地域交流を通じた青少年

健全育成を推進します。

4. 放課後子ども総合プランの推進
(1) プランの見直し・選定
放課後子ども総合プランの推進を図ります。

(2) 放課後児童クラブの目標整備量
「今別町第2期子ども・子育て支援事
業計画」のとおりとします。

(3) 一体型の放課後児童クラブ及び放
課後子ども教室の令和 5年度に達
成されるべき目標事業量

当町には現在、放課後児童クラブは設
置されていないが、今後設置された場
合は、 既存の放課後子ども教室との一
体的な運営に努めます。

(4) 放課後子ども教室の令和 5年度ま
での実施計画

現在、すでに小学校区に放課後子ども
教室が整備されていることから、今後
も地域住民の要望等を踏まえながら継
続していきます。

(5) 放課後児童クラブ及び放課後子ど
も教室の一体的な、又は連携によ
る実施に関する具体的な方策

放課後児童クラブが開設された場合
は、共通プログラムの企画段階から、
放課後児童クラブの支援員と放課後子
ども教室のコーディネーターが連携して

プログラムの内容、実施日等検討でき
るように努めます。

(6) 小学校の余裕教室等の放課後児童
クラブ及び放課後子ども教室への
活動に関 する具体的な方策

運営委員会等において、余裕教室の活
用状況等について定期的に協議を行
い、 利用計画を決定、公表します。

(7) 放課後児童クラブ及び放課後子ども
教室の実施に係る教育委員会と福祉
部局の 具体的な連携に関する方策

放課後児童クラブが開設された場合
は、総合教育会議等を活用して総合的
な放 課後対策について協議を行います。

(8) 特別な配慮を必要とする児童への対応
特別支援サポーター配置を考慮するほか、
研修等を実施し対応できるようにします。

(9) 地域の実情に応じた放課後児童ク
ラブの開所時間の延長に係る取組

放課後児童クラブが開設された場合
は、地域の実情に応じて開所時間の延
長を検討します。

(10) 放課後児童クラブが、「新・放課後
子ども総合プラン」に記載された
放課後児童クラブ の役割をさらに
向上させていくための施策

放課後児童クラブが開設された場合
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❶土地利用関連計画に基づく
　均衡のとれた土地利用の推進

 現状と課題 
当町の総面積は、125.27km²であり、
森林地域がほとんどで、山林が総面積の
約 88%を占めており、このうち国有林は
約75%を占める典型的な中山間地域で、
かつ、平坦地が少ないことから、町の産
業振興を制約する要因となっています。
農地については、採草放牧地 (77ha)
を含めて5.58%(699ha)と少なく、耕作
放棄地や遊休地等の雑種地が増加する傾
向にあります。
また、原野面積が485haと比較的多く、
野生動物の生息地等貴重な自然資源を形
成しているため、計画的かつ効率的に利活
用するなど土地の利用率向上が必要です。
当町では、土地利用関連計画に基づき、
計画的な土地利用を進めていますが、社
会・ 経済情勢の変化や人口減少などに伴
い、既成市街地の空洞化、農林水産業生
産環境の悪化をはじめとする様々な課題
を抱えています。

今後は、当町の持つ豊かな自然を最大限
に活用し、安心・安全な食料生産拠点を形 
成していくため、農地の保全・活用・高度
利用を図るとともに、豊かな自然環境・景観・ 
森林の保全に努めていく必要があります。
また、良好な住宅・宅地の整備、魅力あ
ふれる市街地の整備、総合的な道路・交通
ネットワークの整備、交流・観光施設の整
備などを進め、交流・定住人口の増加、適
正な産業開発、利便性の向上などを目指し
た土地利用を進めていく必要があります。

 基本方針 
◆土地利用関連計画に基づき、自然環境
に配慮した有効な土地利用、町有地の
有効活用を推進します。

◆それぞれの地域の自然、歴史、文化を
活かし個性のある街並みを創造するた
め街並み景観づくり計画を検討します。

◆UJIターン等の多様なニーズや住宅需
要を把握し、宅地や住宅の供給を計画
的に進めます。

第3節　適正な土地利用の推進

は、役割を向上させる取組みを検討し
ていきます。

(11) 「新・放課後子ども総合プラン」に
掲げた放課後児童クラブの役割を
果たす観点から、放課後児童クラ
ブにおける育成支援の内容につい
て、利用者や地域住民への周知を
推進させるための方策

放課後児童クラブが開設された場合
は、町の広報誌やホームページなどで
周知を図ります。

❺芸術・文化・国際交流の
　振興

 現状と課題 
心の豊かさを求める意識の高まりを背
景として、地域における芸術・文化活動の
重要性は、社会全体を活性化する上で大
きな力となるものであり、その果たす役
割は極めて重要です。
地域の歴史や文化、民俗芸能については、
生活様式の多様化や少子化の進行により、 
伝承活動が困難な状況になってきています。
当町の伝統芸能である「荒馬」は、江
戸時代から代々受け継がれてきたもので、
現在、 「今別荒馬保存会」「大川平荒馬保
存会」「二股荒馬保存会」の3つの保存
会によって継承されています。平成15年
には青森県無形民俗文化財に指定され、
町の各種イベント・保育園 や学校行事に

多く取り入れられ活発に活動している状況
です。近年、都市との交流や県内外のイ
ベントへの参加も増えています。
大川平荒馬保存会では、廃校となった旧
大川平小学校の校舎を利用して、「大川平
荒馬の里資料館」を運営しており、一層の
保存・伝承活動に有効活用されています。
また、当町には、青森県重要文化財指
定の「青銅塔婆」「赤根沢の赤岩」などの
観光資源や、町指定の文化財が数多くあ
り、地域資源として積極的に活用しながら
調査収集と保存に努めることが必要です。
これからのグローバル社会を生き抜く
子供たちにとって、異文化を正しく理解す
ることはとても重要です。小学校での英
語教育が必修化され、小学校のうちから、
外国語に慣れ親しみ、コミュニケーション
能力を身につけさせることが望まれてい
ます。JET プログラムを活用した外国語
指導助手等を中学校だけではなく、小学
校にも派遣し、国際教育の推進に努めます。

 主な施策 
1. 芸術・文化の推進、国際交流の充実
（1）芸術・文化の充実
心を豊かにする芸術・文化が身近に感
じられるよう、芸術鑑賞や発表の機会
など、 町民が幅広く芸術・文化に関心
が持てる事業を推進するとともに、文
化団体の育成・支援や郷土の歴史の継
承、文化財の保護・活用を図ります。

（2）国際交流の推進
国際交流機会を拡充し、幅広い国際交
流への参加を推進することで、町民の国
際交流に対する意識の高揚を図ります。
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 主な施策 
1. 土地有効利用の推進
(1) 土地利用関連計画の策定・見直し
土地利用の現状、今後の動向を踏まえ、
町民・事業者との協働により、国土利
用計画、農業振興地域整備計画などの
土地利用計画の策定・見直しを行い、
総合調整を一体的に推進します。

(2) 適正な土地利用の推進
適正な土地利用を推進するため、土地
利用関連計画や関連法、条例などの周
知徹底に努めるとともに、これらの計画
に基づいた適正な規制・誘導、無秩序
な開発行為の未然防止などに努めます。

(3) 定住促進の推進
定住促進の推進を図るため、定住促進
住宅の整備を図るとともに、 住宅支援
金制度等の検討と空き家の再活用の検
討を推進します。

❷奥津軽いまべつ駅
　周辺環境の整備

 現状と課題 
平成28年３月26日に北海道新幹線「奥
津軽いまべつ駅」が開業し、本州最北端
の新幹線の駅として、また、津軽半島の
玄関口として位置づけられ、広域交通ネッ
トワーク拠点としての今後の機能向上に
努めなければなりません。

当町においては、北海道新幹線「奥津軽
いまべつ駅」開業から５周年を迎え、検証・
分析を行い、、今後の町活性化や当町を訪
れる観光客等の利便性の向上、奥津軽い
まべつ駅を拠点とした町内の回遊性を高め
るための二次交通の整備と充実、道の駅い
まべつ及びいまべつ総合体育館等の利用促
進、観光客等来訪者のニーズに応えた「奥
津軽いまべつ駅」周辺の環境整備及び近
年、地震、台風等の災害が全国で勃発して
いるなか、避難所と指定されている両施設
の防災機能の拡充整備が重要な課題です。
今後は、道路や鉄路等を利用した当町
を訪れる観光客等に対して、心のこもった
おもてなしを心がけ、地場産品の販路拡
大を図り、文化・観光産業などと連携した
サービスの提供の推進や防災機能を強化
していく必要があります。

【基本方針】
◆津軽半島の交通ネットワークの拠点とし
て、住民生活に利便向上や当町を訪れ
る観光客等のアクセス確保のため、二
次交通機能の充実を図ります。

　
◆道路利用者に快適な休憩と高齢者、障
害者、子どもや女性への配慮など多様
で質の高いサービスの提供に努めるほ
か、外国人旅行者への情報発信や多言
語対応などの受入環境の整備に向けた
取組みを進めていきます。

　

◆駐車場・トイレなどの「休憩機能」、道
路及び鉄路の交通情報並びに観光情報
などの「情報提供機能」、また、地域と
のイベントを含む交流を図る「地域連
携機能」の充実と災害時における防災
拠点としての役割を果たす「防災機能」
の強化を図ります。

【主な施策】
 1.「奥津軽いまべつ駅」周辺の環境整備
(1) 施設等の整備促進
町民や当町を訪れる観光客等の利便性
向上のため、ニーズに合った整備促進
と子育世代が子どもから大人までくつろ
ぎ、楽しめる機能を集約した空間の創
出と多世代の人が集い利用しやすい交
流の場の整備を図ります。

(2) 二次交通の整備促進
町内巡回バスやレンタカー、奥津軽い

まべつ駅と西北地域を結ぶ二次交通の
整備 ・充実を図り、津軽半島の回遊性
の向上に努めます。

(3) 情報発信拠点としての道の駅の役
割強化

道路情報・観光情報・食情報・遊び情
報の提供に努めます。

(4) 地域との連携による町の活性化
地域活性化を担う重要拠点の道の駅とし
て、イベント等を開催することで地域と
の交流を図り、地域とともにつくるにぎ
わいの場としての施設の運営に努めます。

(5) 防災機能の強化
道の駅の防災機能の強化と「いまべつ
総合体育館」等を含むエリアを防災機
能の役割を果たす拠点整備を進めます。

今別町が目指す道の駅の機能
これまでの３つの機能「休憩機能」、「情報発信機能」、
「地域の連携機能」に「防災機能」を加えます。

地域の
連携機能

情報発信
機能

休憩機能

防災機能
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第1節　健康に暮らせる保健・医療・福祉の充実

第 3 章 だれもが活き活き安心して暮らせる
健康長寿のまち

❶保健・医療体制の充実

 現状と課題 
高齢社会の進展に伴う疾病構造の変化
や介護ニーズの増大、医療技術の高度化
や住民の保健・医療に求める内容の多様
化など、保健・医療・福祉を取り巻く環境
は変化しています。
また、住民の健康診査・健康相談・健
康教育・訪問指導などを通して、生活習
慣病の予防や高齢者の生活機能低下の予
防をはじめとする総合的な保健事業を実
施し、いつまでも健康でいられるための
健康寿命を延伸させる取り組みが求めら
れます。
当町では、町民・地域・行政が一体となっ
て健康づくりのための環境づくりを進め、
町民一人ひとりの主体的な取り組みを支援
するだけではなく、誰もが少しでも効果的
に取り組むことができるよう、「今別町保
健計画」を策定し事業の効率的な実施を 
図っています。
当町の医療施設は今別町国民健康保険
今別診療所、一般開業医1ヶ所、歯科医
院1ヶ所があります。診療所の役割は、
病気の初期治療や安定期の治療、また在

宅患者の治療を主とし、重く複雑な病気
の患者の治療や高度医療機器を使用した
診断・治療が必要な時は専門性の高い医
療機関への橋渡しをする窓口としての役
割に務めます。
高齢者の割合が高い当町では、通院が
困難である町民が増加しています。受診
のための手段は、町内の巡回バス、今別
町社会福祉協議会の移送サービス「ふれ
あい号」、津軽サポートの移送サービスが
利用されている状況ですが、安心在宅医
療 (訪問診療 )事業のもと、訪問診療の
利用の増加を図り、町民が安心して生活
できる療養環境の充実を目指します。
限りある医療資源を有効に活用するた
めに、住民のニーズに応じた医療機関の
役割分担や医療機関、医療と介護間の連
携を強化し、より効率的・効果的な医療
体制を構築する必要があります。
少子化等に伴い子育て環境が変化する
なかで、安心して子供を産み、子供がより
健やかに育まれるためには、医療や福祉、
教育等の諸施策の地域連携のもと、切れ
目なく母子保健サービスが提供されるこ
とが重要です。また、一定の質の母子保
健サービスを提供するためには、地域間

での健康格差の解消や、疾病や経済的な
状況等の個人や家庭環境の違い、多様性
を踏まえた母子保健サービスの展開が求
められています。
当町は死亡者数が出生者数を上回り、
自然減に拍車がかかっています。そのた
め、子供を安心して健やかに産み育てら
れる環境の充実と、町民一人ひとりの健康
づくりに向けた生活習慣の改善、医療体
制の充実が重要です。
昨今、大雨による洪水や地震などの自
然災害に加え、新型コロナウイルスをはじ
めとする様々な感染症による問題が増加
している中、住み慣れた土地でいつまで
も快適で穏やかな生活を送るためには、
日常生活を見直し、日常に潜む危険から
身を守る対策にも万全を期す必要があり
ます。

 基本方針 
◆町民の健康増進のため、保健・医療・
福祉の連携による地域包括ケアの推進
強化と生活習慣病の発症予防・重症化
予防の対策強化に努めます。

◆すべての町民が生涯にわたって健康で
元気に暮らせるよう、町民の健康意識
の向上や正しい知識の普及と自主的な
健康づくりを促進します。

◆安心して子供を育てられる母子保健体制
の整備、健康づくり等の充実に努めます。

◆保健・医療の環境整備と体制強化を図
ります。

 主な施策 
1.保健活動の推進
(1) 母子保健の推進
安心・安全な妊娠・出産・育児のため
の切れ目のない妊産婦・乳幼児保健対
策の充実を図ります。また、子供が主
体的に取り組む健康づくりの推進と次
世代の健康を育む保健対策の充実を図
ります。

(2) 健康増進の推進
各種健 (検 )診を受けやすい環境を整
備し、健 (検 )診の受診勧奨とともに
生活習慣の見直しなど個々の健康づく
りに向けた支援に努めます。また、住
民が主体となって取り組む健康づくりに
対しての支援については、様々な関係
機関と連携を図りながら積極的に支援
していきます。

(3) 精神保健の推進
精神保健福祉に関する正しい知識の普
及や社会復帰のための支援の充実に努
めます。また、平成30年度に策定した
「今別町自殺対策計画」に基づき、保
健所をはじめ関係機関、団体等とのネッ
トワークをより強化し、庁内全体で総
合的な自殺対策を推進します。
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(4) 感染症対策
結核や肝炎、新型インフルエンザや新
型コロナウイルス感染症など様々な感
染症に関する正しい知識の普及啓発や
感染拡大防止対策の充実に努めるとと
もに、発生時には保健所等の関係機関
との連絡を密に行い、迅速に対応します。

2. 医療環境の整備
(1) 最適な医療の推進
採血・心電図・レントゲン撮影・超音
波検査・骨密度測定などの定期検査を
行い、 患者の健康状態をチェックしな
がら患者のニーズに沿った医療を提供
します。

(2) 医療連携体制の強化
効率的な医療提供のために医療機関の
機能分担及び連携を図ります。患者の
同意の下に他の医療機関との情報共有
を行います。 

(3) 医療機関への通院手段の確保
遠隔地区住民のための巡回バスの効率
的な運行に努めます。また、訪問診療
を行い、安心して医療が受けられる環境
づくりと療養生活の質の向上を図ります。

3. 地域包括ケアの推進
保健・医療・福祉が連携し、町民一人
ひとりの立場に立ったその人らしい生活
ができるよう支援に努めます。

❷地域福祉の充実

 現状と課題 
少子高齢化、核家族化により地域社会

が大きく変化し、家族だけで介護や育児
を行うことが難しくなってきているととも
に、地域社会における「つながり」が薄れ
てきています。 誰もが住み慣れた地域で
安心していきいきと暮らし続けるためには、
地域のつながりを深め、支え合い、助け
合える地域をつくっていく必要があります。
高齢者や障害者の生活支援だけでなく、
虐待やDV、生活困窮等新たな課題が生
まれています。行政による支援だけではな
く身近な地域においても対応していくこと
が求められます。また東日本大震災以降、
地域における防災力の強化は大きな課題
となっており、 災害時の要援護者を守るた
めの地域内での仕組みづくりが求められて
います。
地域福祉は関連する分野が多様で広範

囲にわたり、保育、教育、防災、住民活動等、 
行政における担当部署も多岐にわたります。
当町においても、高齢者や障害者、子
育て家庭、虐待等それぞれの立場の人に
対応する相談窓口を設けています。
今後、少子高齢化や世帯の小規模化が
進む中、多様な福祉ニーズに対応していく
ため、 相談窓口の利便性・専門性の向上
や窓口間のネットワーク化、関係団体と連
携した身近な地域での相談体制づくりや
相談員の資質向上等に取組むことなど、

相談窓口の機能充実を図るとともに、専
門性の高い相談支援を推進し、関係機関
との連携を強化する必要があります。

 基本方針 
◆行政は、住民の福祉の向上をめざし、
福祉施策を総合的に推進することが重
要です。 住民や関連機関と相互に連携・
協力を図るとともに、住民のニーズの
把握と地域に根ざした施策の推進に努
めます。

◆住み慣れた地域で、すべての住民が安
心して暮らしていく社会を築くために
は、地域と行政との協働による取組み
が不可欠です。このため、地域福祉の
推進にあたっては、行政だけでなく地
域福祉のさまざまな担い手が特徴や能
力を活かし、それぞれの役割を果たし
ながら、お互いに連携を図り、「協働」
による取組みを進めます。

 主な施策 
1. 地域福祉の推進
(1) 地域福祉の強化
地域福祉の意識を育てるため、地域福
祉の理念や地域福祉活動の重要性につ
いての意識高揚・啓発を図ります。

(2) 地域コミュニティの充実
地域のコミュニティの中心的な団体等
へ啓発を充実します。

(3) 福祉教育の強化
子供の頃から生涯にわたって地域福祉
の意識が育まれるように、幼少期から
の福祉実践教室の開催など、教育機関
や生涯学習の場における福祉教育を充
実します。

(4) 生活困窮者の支援
生活困窮者が適切な支援を受けられる
よう、自立支援相談窓口など関係機関
と連携を図り、自立支援対策を充実さ
せます。

2. 地域の助け合い「互助・共助」
　「地域共生社会」の仕組みづくり
(1)地域ネットワークの構築
みんなで支え合う地域を作るため、地
域における支え合いのネットワーク化と
活動主体への支援を行います。

(2) 担手の育成
地域の助け合い・支え合いの活動に参
加する担い手を発掘するとともに、地
域福祉活動を充実するため、社会福祉
協議会と連携し、地域福祉の担い手や
ボランティア活動団体の育成・支援を行
います。

(3)災害時の支援
災害時における要援護者の把握を進
め、支援体制を構築します。災害時に
地域で支え合いができるように意識啓
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発や訓練を行います。

(4) 町内会との連携
町内会など、地域全体で連携・協力して、
ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世
帯を中心に、訪問や安否確認などの見
守り活動を行います。

(5) 地域で支え合う体制づくり
地域で安心して生活し続け、安心して
老後を迎えられるよう、地域内の助け
合い活動を支援し、「地域のことは地
域で地域のやりたいように」活動でき
る「地域共生社会」 の体制づくりを行
います。

3. 地域における交流の場、居場所づくり
　 の促進
(1)地域交流の促進
地域におけるつながりをつくるため、
ボランティア団体等による子供、高齢
者、障害者や世代を超えた地域住民の
交流や憩いの場の提供を促進します。

(2) 通いの場づくりの促進
高齢者の孤独感や閉じこもりを解消さ
せる場として、通いの場を整備します。

4. 権利擁護と虐待防止
(1) 相談体制の充実
高齢者、障害者等支援を必要とする町
民の権利や財産を守るため、成年後見

制度とその利用方法等の周知、相談業
務の充実を図るため、中核機関を設置
します。

(2) 虐待防止の体制づくり
誰もが安心して生活できるよう、民生
委員・児童委員や地域組織などと連携
して高齢者、児童、障害者に対する虐
待防止、早期発見、再発防止などが行
える体制を築 きます。

(3) 地域ネットワークの構築
中核機関を立ち上げ、住民・地域とと
もに弁護士会、司法書士会、社会福祉
会や家庭裁判所、事業者などが連携・
協力し、今後も近隣町村と協議を続け、
広域での実施をめざしていきます。ま
た、市民後見人の担い手の育成につい
ても、近隣町村と協議しながら、市民
後見人養成講座の協働での開催を検討
していきます。

❸子育て支援の充実

 現状と課題 
核家族化や共稼ぎ世帯の増加、ライフ
スタイルの変化などにより出生率の低下が
続いており、これに伴う少子化の進行は、
生産年齢人口の減少による経済活動の鈍
化や地域社会の活力の低下、社会保障費
の増大、さらには子供の健全な成長に影
響を与えるなど、 大きな社会問題になって
います。
当町では、町内に保育所が1施設あり、
平成16年度までは町で運営していました
が、平成17年度からは民間に移譲し、安
心して子育てや子供の健全育成ができる
環境づくりに努めています。
平成 28年 4月1日から認可保育所が

「認定こども園」へ移行したことにより、保
育ニーズの多様化に対応可能となりました
が、今後も子育て支援の体制づくりや子
供たちが安全に暮らすための環境整備に
努める必要があります。

 基本方針 
◆多様化する保育ニーズに対応した保育
サービスの充実を図り、子育てと仕事
の両立支援に取り組みます。

◆子育て支援や保育サービスなどの情報
を効率的・効果的に提供するため、地
域における子育て相談・情報提供体制
の充実に努めます。

◆核家族や共稼ぎ家庭の子育てに対する
不安や負担が軽減されるよう、認定こ
ども園を中心に住民などの地域資源を
活用しながら、子育て支援サービスの
充実を図ります。

◆各種母子保健事業や児童虐待の防止に
関する取組の推進など、多様な子育て
支援施策を推進します。

 主な施策 
1.子育て支援の充実
(1) 保育ニーズへの対応
子育て支援事業による子育て支援サー
ビスの提供や、今後も潜在的ニーズを
把握した上で、提供量の確保、定員の
弾力化に対応できるよう、サービスの
充実に努めます。

(2) 子育て世帯への支援の充実
子供たちの健やかな成長を促すため、
子供の医療費助成や保育料の無償化、
副食費の無償化等の子育て世帯への経
済的支援を継続して実施するとともに、
妊婦健診、保育の充実など子育てしや
すい環境づくりを促進します。

2.子供を産み健やかに育てる環境づくり
(1) 相談支援体制の整備
発達の課題や障害のあるなしに関わら
ず、子供達に寄り添った支援ができる
よう、こども園に対して専門的な知識

第5次 今別町総合計画

6160

基本計画第 

3 

編

序
　
論

基
本
構
想

基
本
計
画

実
施
計
画

資
料
編



を持った人材を派遣し、必要な知識や
技能の普及を図ります。

(2)見守り体制の整備
町・こども園・学校・教育委員会・児
童相談所などの関係機関が連携・協力
しながら、児童虐待の予防に努め、全
ての子供に対し支援の切れ目なく、き
め細やかな対応ができる体制づくりを
推進します。

❹高齢者福祉の充実

 現状と課題 
当町の住民基本台帳人口 (各年の3月
31日時点 )によると、令和2年における
65歳以上の老齢人口は1,380人で、平
成27年の1,449人と比較し69人(4.8%)
減となっています。また、高齢化率が
53.7%で約2人に1人が65歳以上になっ
ており、平成17年度より14年連続県内
一高い高齢化率となっています。2025年
(令和7年 )には、いわゆる団塊の世代が
すべて高齢者となり、高齢化が一層上昇す
ることから、制度の持続性を維持しつつ、
高齢者の生活機能の低下を防止し、維持
するために介護予防の体制を確立するこ
とが大きな課題となっています。
さらに、認知症高齢者の特性に対応し
たケアの確立が急務であるとともに、医療
ニーズの高い高齢者や重度の要介護者の
増加、単身高齢者世帯の増加への対応、
介護人材の確保等も大切な課題となって
います。
今後、高齢者が安心して生活していくた

めには、自助・相互・共助・公助をつなぎ
合わせ地域全体で支え合っていくことが必
要であり、高齢者を総合的に支援する体制・
仕組みづくりを整備するとともに、地域住
民が支え合う仕組みを構築していくことが
求められます。
当町においても「今別町地域福祉計画」

や「今別町高齢者福祉計画及び介護保険

事業計画」に基づき平成24年度の介護
保険法改正で提起された「地域で暮らす
高齢者の自立を支援し、要介護状態になっ
ても住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、住まい・医療・
介護・予防・生活支援が一体的に提供さ
れるよう地域包括ケアシステムの体制づく
り」を推進していく必要があります。

 基本方針 
◆高齢者自ら健康管理の意識を高め、健
康を維持・増進する場や機会の提供を
図ります。

◆高齢者一人ひとりが生きがいを持って暮
らすことができるよう、社会参加の促
進を図ります。

◆地域全体で支え合う体制を整備し、必
要な介護サービスが提供され、介護や
支援が必要になっても、高齢者が住み
慣れた地域で安心して生活が送れるよ
うに保健・ 医療・福祉の関係機関が連
携し支援体制を推進します。

 主な施策 
1. 地域包括ケアの推進
(1)地域包括ケアシステムの構築
要介護状態となっても住み慣れた地域
で自分らしく暮らし続けられるように、
住まい・医療・介護・予防・生活支援
を一体的に提供する地域包括ケアシス

テムを、地域や各関係機関と連携し構
築します。

2. 介護予防対策の充実
(1)地域交流の場の充実
地域の交流の場となる高齢者サロンや
老人クラブの活動支援と参加を促すた
めの周知に努めます。

(2) 介護予防の充実
介護を要する状態になるおそれのある
高齢者に対し、自立した生活が送れる
よう、 要介護状態への進行を防止する
ための健康づくりや介護予防事業の充
実を図ります。

(3) 総合事業への対応
訪問介護・通所介護など多様なサービ
スの提供に努めます。

(4) 通いの場の支援
各地区の集会所等を介護予防の拠点と
する「通いの場」の周知を図り、高齢
者の健康づくり・仲間づくりのための活
動支援に努めます。

(5) 健診結果による介護予防支援
健診や受診歴などの情報を踏まえた早
期からの生活習慣病予防への取組や、
フレイル予防対策などの介護予防活動
の実践を支援します。
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❺障害者(児)福祉の充実

 現状と課題 
障害者の福祉サービスについては、平
成15年度からノーマライゼーション※の
理念に基づいて導入された支援費制度が
始まり、平成18年度からは障害者自立支
援法が施行され、障害者の自立を支える
体制が強化されました。
しかし、現在は「障害者自立支援法を
廃止し、制度の狭間がなく、利用者の応
能負担を基本とする総合的な制度をつく
る」という方針が示され、障害者総合支
援法が施行されました。
当町では、精神障害者の自立を促すた

め、平成3年に精神障害者家族会立の「か
もめ共同作業所」が開設され、現在は今
別町社会福祉協議会に委託し、地域活動
支援センターとして通所者10人、指導員
2人で運営されています。
今後は、高齢化に伴う身体障害者の増
加、障害の重度化・重複化とともに、社
会構造の複雑化等により身体・知的・精
神障害者の増加も予想され、障害者の自
立と社会参加を促進するためには、障害
者に対する町民の正しい理解を深めること
が不可欠であり、障害があってもその人ら
しい生き方ができる地域社会の構築が必
要です。
そのためには、保健・医療・福祉の充
実と生活全体にわたって、障害者とともに
生きるまちづくり、生きがいを持って社会

参加できるような環境づくりに努めていく
ことが必要です。
障害児の福祉サービスについては、障
害児支援の強化を図るため、平成 24 年
児童福祉法改正により、障害児施設・事
業の一元化が行われました。
今後は、支援体制の整備を行い、発達
特性に応じた支援の提供や児童の発達評
価、具体的支援方法の提案などを行う巡
回支援専門員整備事業を取り入れる必要
があります。
※ノーマライゼーション 障害者や高齢者が

ほかの人 と々等しく生きる社会・福祉環境の整
備、実現を目指す考え方。

 基本方針 
◆障害者のニーズに応じた障害者福祉の
実現を推進する体制づくりや環境整備
を実施し、障害者の社会参加・自立を
支援します。

◆障害者 (児 )の心身の特性や重症度に
応じたサービスが受けられるように、
サービス基盤の充実を図ります。

◆障害者 (児 )や家族の相談に応じ総合
的に支援を行う体制を整備します。

 主な施策 
1. 推進体制の充実
(1) 福祉連携の推進
総合的・包括的な障害者支援が実施で

3. 介護サービスの円滑・適正な運営
(1) 在宅福祉サービスの充実
在宅で生活する高齢者や家族介護者を
支援するため、充実した在宅福祉サー
ビスを提供するとともに、サービスの
周知、利用促進に努めます。

(2) 関係機関の連携強化
適切なサービスを提供するとともに介
護サービスの質を向上させるために、
関係機関の連携強化を図り、情報提供
に努めます。

(3) 介護保険事業の適正化
介護保険事業を円滑、適正に運営する
ために、ケアプランの点検などの介護
給付の適正化などを図ります。

4. 認知症高齢者対策の推進
(1) 認知症に対する周知啓発
認知症に対する町民の理解を深めるた
め、認知症について周知を図ります。

(2)ネットワークの構築
認知症高齢者を地域で見守り支援する
認知症サポーターを養成するとともに
認知症サポーターを活用した地域全体
の見守り体制を整備します。また、徘
徊者の早期発見のため、東青地域・警
察・消防との広域のネットワークを構
築します。

(3) 家族介護者の支援
家族介護者の心身の負担を軽減するた
め、認知症カフェの内容の充実など家
族介護者支援に努めます。

(4) 相談支援の充実
認知症に早期に対応するため、相談支
援体制の充実に努めます。

5. 高齢者の社会参加、
　 生きがいづくり活動の推進
(1)高齢者の自立支援
高齢者自らの健康づくり活動や生きが
いづくりを側面的に支援し、健康管理
意識の高揚を図るとともに、心身とも
に健康で自立した生活が送れるように
支援します。

(2)高齢者の活動支援
元気な高齢者の力を活用して、高齢者
の見守り事業や生活支援事業を行う仕
組みづくりを推進します。
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実するとともに、 無年金者・未加入者の防
止を図り、制度の周知や啓発を行ってい
く必要があります。
低所得者福祉は、高齢者の一人暮らし

や高齢者世帯が増加する中で、相談の増
加、 生活保護へ移行する世帯が増えていま
す。被保護世帯が自らの力で自立した生
活が送れるよう、県と連携しながら相談
や指導・援助を行っていく必要があります。

 基本方針 
◆国民健康保険制度等の適正な運営に努
めます。

◆国民年金制度の周知と加入の促進や納
付意識の啓発に努め、町民の生活の安
定を図ります。

◆低所得者福祉については、県社会福祉
事務所等と連携を強化し、町民が自立
できるよう支援と援助を推進します。

 主な施策 
1. 国民健康保険制度等の推進
(1) 保健事業の推進
生活習慣病予防教室等の健康教室を開
催し、町民一人ひとりが自分の健康に 
関心を持つよう、健康意識の向上を図
ります。

(2) 医療費適正化の推進
レセプトの点検や医療費通知、ジェネ

リック医薬品の推奨などにより、医療
費の適正化を推進します。

(3) 健全運営の確保
適正な保険税賦課及び納付意識の高揚
を図り、収納率の向上に努めます。

(4) 普及・啓発活動の推進
広報やパンフレットなどによる制度の普
及、啓発を推進します。

(5) 特定健診受診率の向上
特定健診未受診者に対して、個別受診
勧奨を行い、健診受診につなげます。

2. 国民年金制度等の推進
(1) 国民年金制度の周知
相談業務の充実や広報などを通じて、
制度の周知とPRに努めます。

(2) 年金事務所との連携
年金事務所と連携・協力し、適正な加
入や納付意識の啓発に努めます。また、
口座振替制度等の活用による納付もれ
防止を図ります。

3. 低所得者福祉の推進
(1) 定期訪問・相談の推進
県と連携し、訪問・相談等を推進し、
被保護世帯の生活状況、世帯が抱える
問題等の把握に努め、自立や更生の支
援を図ります。

きるように、保健・医療・福祉・教育・
就労などの関係機関の連携強化を図り
ます。また、ボランティア活動団体など
との連携を図り、福祉ネットワークの構
築を推進します。

2. 障害者福祉サービス基盤の整備
(1) 障害者福祉の充実
障害者のニーズにあったサービスが提
供されるよう、障害者福祉サービス基
盤の整備を図ります。また、地域住民
とのふれあいを大切にした福祉サービ
スの充実を目指し、ボランティア活動等
を支援します。

3. 相談支援体制の整備
(1) 相談支援活動の充実
障害者福祉サービス等の適切な利用を
支える相談体制を強化し、関係機関と
の連携を図ります。

(2) 障害児支援の充実
巡回支援専門員を整備し、福祉向上を
図ります。

4. 地域社会への参加・雇用の促進
(1) 社会参加機会の拡大
障害者の文化・スポーツ活動などの参
加機会を提供するとともに、参加しや
すい環境整備を図ります。

(2) 就労支援体制の整備
事業者などに対して、雇用の拡大に向
けた啓発を行うなど障害者雇用促進法
を尊重し、障害者の就労のための支援
を推進します。

❻社会保障制度の充実

 現状と課題 
国民健康保険は、助け合い精神を基本
とした、疾病や負傷などに対する保険給
付を行う医療保険として重要な役割を果
たしています。
当町では、被保険者数・世帯数も年々
減少傾向になっています。生活習慣病対
策をはじめとする被保険者の健康保持増
進、生活習慣病の発症や重症化予防等の
保健事業の推進により医療費を抑制し、
健全な運営に努める必要があります。
国民年金は、老後の生活を保障するた
めの制度で、町民の生活に欠かす事がで
きないものであるとともに、病気やケガ
で障害になったときや生計の中心となる
人が死亡したときなどに必要な給付を行
う事によって、町民の生活の安定を図る
ことを目的にしています。
地方分権一括法の施行により、町が行
う国民年金事務が、機関委任事務から法
定受託事務へと見直しがされ、保険料徴
収については国が直接収納することなど
事務分掌が変更になりましたが、引き続
き国との連携を図りながら相談業務を充
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第2節 利便で暮らしやすい生活基盤の充実

❶市街地の整備

 現状と課題 
当町は、東西17kmの海岸線国道沿い
と南北14kmの今別川沿いに、今別・大
川平・浜名・ 二股・鍋田・村元・山崎・大
泊・袰月・砂ケ森・奥平部の11集落が散
在しています。このうち、 主な公共施設や
公的機関のある今別地区に全世帯の4割
弱が集中し、小規模な商店街が形成され
ています。
しかし、全町的に見ると、地形的な条
件から必ずしも全ての集落で同等な行政
サービスが受けられる状況にはなってい
ないため、幹線道路網の確保や集会施設
の整備、移動行政サービスなどをこれか
らも計画的に実施していく必要があります。
これまで、集落環境に関する整備では、
二股地区・鍋田地区・奥平部から大泊地
区の4地域は辺地総合整備計画による事
業も行われ、優先的に生活環境の整備等
に着手されてきましたが、海岸地域にお
いては、長期にわたる漁業不振等や後継
者不足により、人口減少傾向が顕著になっ
ています。
一方、昨今の当町の状況として、袰月
地区を中心とした津軽国定公園袰月海岸
一帯は観光開発の拠点となり、二股地区
は昭和 63年に JR 津軽海峡線の乗降駅
が設置され、平成 28 年 3月26日には

北海道新幹線「奥津軽いまべつ駅」が開
業しました。
今後は、時代の変化に応じた各集落の
立地条件や機能等を最大限に活かした新
たな集落環境の整備を図っていく必要が
あります。
また、集落規模が小さいほど地域のコ
ミュニケーションが図られ、強い連帯感や
厚い人情、 相互扶助などの優れた気風を
持ち合わせており、これらの地域特性を
町全体として活かし、 発展させていくこと
が肝要です。

 基本方針 
◆個々の集落がもつ、優れた条件や特性
を活かし、集落間の有機的な結合を図
るとともに、時代に対応した集落環境
整備のため、長期的な計画の策定に努
めます。

◆UJIターン促進や人口流出防止を目指
し、住宅整備などによる移住・定住策
の推進を図ります。

◆各地区自治会組織と連携を図り、公共
施設の整備・維持管理等、適正な運営
に努めます。

◆豊かな地域資源を活用し、広域交流人
口の拡大を目指します。

 主な施策 
1. 市街地整備等の推進
(1) 住宅等整備の推進
将来にわたり集落機能を維持するため、
UJIターンの拡大や人口流出防止を目指 
し、集落内の住宅整備などの検討を進
めるとともに、町民との協働による移住・
定住対策の推進を図ります。

(2) 公共施設整備の充実
集落内の公共施設の整備や維持管理な
ど、各自治会組織と連携しながら適正
な運営に努めます。

(3) 広域交流の推進
豊かな地域資源や歴史文化遺産等を活
用し、郷土を愛する心を育み、地域の
連帯感を深めるとともに、都市等他地
域との地域間交流事業を推進します。

❷道路・交通ネットワークの
　充実

 現状と課題 
道路は、町民の安心・安全な生活を支え、
地域産業の活力や社会活動を行う上での
基礎的な社会の基盤となるもので、当町
の交通体系は、国道 280 号と主要地方
道今別蟹田線を幹線に町道175路線によ
り成り立っています。
国道については、国道 280号が町の東
西を横断し、産業道路として重要かつ動

脈的な役割を果たしており、全線舗装さ
れているほか、今別バイパス、浜名バイパ
スが完成し、車両の混雑解消や歩行者の
安全が図られてきました。海岸方面では、
鬼泊トンネルから綱不知地区まで拡幅整
備が完了し、橋においては浜名橋、長川
橋及び与茂内橋の整備を終え、 現在は奥
平部と砂ケ森間の弁天崎の改良工事が進
められていますが、大泊以東については、
まだ幅員が狭く曲折した箇所が多く、引
き続き関係機関に対する早期改善を強く
要望していく必要があります。
また、北海道新幹線「奥津軽いまべつ
駅」へのアクセス道路として、津軽半島
北部地域の経済的発展、国土の均衡ある
発展のために努めていくことが必要です。
県道については、国道 280号から分岐
して南北に縦断する主要地方道鰺ヶ沢蟹
田線 ( 通称「なかやまライン」、平成11
年に完成)及び主要地方道今別蟹田線が、
地域の重要な路線であり、管内延長は
10,672mで全面舗装されています。
また、主要地方道今別蟹田線について
は、冬期間の路面対策として平成 9年度
に散水装置の整備が完了するなど、住民
生活を支える幹線道路として、その機能
の充実が図られてきました。
しかし、北海道新幹線「奥津軽いまべ
つ駅」が開業し、一部舗装補修工事や二
股地区上股橋付近の急カーブを緩和する
工事、中沢地区の見通しが悪い狭隘部カー
ブの拡幅事業などの整備は行われていま
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すが、なかやまラインの散水区間におい
ては、気象状況によって凍結や路面状況
の悪化による交通事故や交通障害が発生
し、管内全路線についてもアスファルト
層の損傷箇所が多く、交通安全対策とし
て計画的な改良・補修工事が望まれるた
め、更なる整備要望等が必要です。町道
については、実延長が 72,602mで、整
備状況は改良済延長 34,913m(改良率
48.09 %)、舗装済延長49,077m( 舗装
率 67.60%)と、地域住民の安心で安全な
重要な路線として利用されています。
幹線道路 (1・2級 )については、平成
28 年から現在に至るまで舗装補修工事
や道路拡幅 工事の計画的な実施により改
良率が向上しており、その他路線につい
ても、中沢地区の行き止まり路線解消の
ための道路新設工事や舗装補修工事によ
り改良率は向上していますが、未だクラッ
クや剥離、部分陥没等舗装損傷箇所も多
く見受けられます。また、町管理橋梁に
ついても平成29年に全36 橋 (橋長 2m
以上 )を点検し、その結果を元に翌年、
今別町橋梁長寿命化修繕計画 (10 年計
画 )を策定しており、今後も地域住民の
安心・安全な道路として計画的な整備に
努めるとともに、利用者の利便性を図る
必要があります。
農道・林道については、総延長1,523m
あり、国有林地管内のもので、それぞれ
幹線道路に連結し、併用林道として幅広く
利用されています。各林道とも山間奥地ま

で延びているため、木材の搬出等、作業
を行う際は水資源の保全に努めながら林
道の開設及び整備を行う必要があります。
当町の交通機関は、町内の移動につい
ては町営の巡回バスを利用し、地域の中
心都市である青森市をはじめとした町外
への移動については JR 津軽線が運行さ
れており、地域住民の貴重な移動手段と
して高齢化の進展に伴いその重要性が高
まっています。
また、北海道新幹線 「奥津軽いまべつ
駅」の津軽半島における広域交通ネット
ワーク拠点としての機能を向上させるとと
もに、住民生活の利便性の向上を図るた
め、二次交通の維持・充実を図っていく
必要があります。

 基本方針 
◆国道 280 号や県道主要地方道今別蟹
田線等の整備促進等について、関係機
関に働きかけます。

◆町道の幹線道路 (1級・2級路線 )等に
ついて、計画的な整備促進に努めます。

◆農道及び林道について、計画的に改良
整備を進めます。

◆交通ネットワークについて、青森県、周
辺市町村等関係団体と連携を図り、JR
津軽線及び町巡回バス等の二次交通の
維持・充実に努めます。また、北海道

新幹線 (函館～札幌間 )の早期完成を
関係機関に積極的に働きかけます。

 主な施策 
1. 道路整備等の推進
(1) 国道の整備
国道 280号の外ヶ浜バイパスの整備促
進や砂ケ森工区の早期完了、大泊地区
までの拡幅改良、海岸線沿いの迂回路
が無い地域の対策のため急勾配箇所の
解消及び視距改良など緊急避難道路の
整備等を関係機関に働きかけます。

(2) 県道の整備
主要地方道今別蟹田線のS字急カーブ・
急勾配・狭隘な区間の解消、散水区間
の改良及び舗装補修整備促進について
関係機関に要望します。

(3) 町道の整備
重要路線である幹線道路 (1級・2級路
線 )やその他生活関連道路の舗装及び
橋梁の維持修繕について、計画的な改
良整備を進めます。
また、予測不可能な災害に備え、緊急
避難道路の確保・整備を図ります。

(4) 農道・林道の整備
生産性・能率性の高い農業生産環境の
構築のため、既設の農道については、
維持補修に努めながら改良整備を図り

ます。また、林業生産性の向上とコス
ト低減のために、国有林地内の林道改
良を働きかけるとともに、計画的に小
規模林道を開設します。

2. 交通ネットワークの充実
(1) 町民の交通手段の確保
町巡回バスは、これまでどおり町内利
用者の他、新幹線利用者にも対応した
利便性と運行の効率性を考慮した運行
ダイヤの編成を図りながら、安全確保
のための車両管理に努めます。
また、青森県、周辺市町村等関係団体
と連携しながら、JR 津軽線、町巡回バ
ス等の二次交通の維持・充実を図ります。

(2) 北海道新幹線 (函館～札幌間 )の
推進

北海道新幹線 (函館～札幌間 )の早期
完成を関係機関へ積極的に働きかけま
す。

(3) 除排雪の徹底
冬期間の交通障害の解消や通学路及び
住民生活の安全確保のため、除排雪の
強化に努めます。

❸住宅の整備

 現状と課題 
公営住宅は、町民が健康で文化的な生
活を営む事ができる住宅として整備し、
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住宅に困窮する低額所得者等に対して低
廉な家賃で供給する事が必要であり、今
後も取り組んでいかなければならない課
題です。
当町の公営住宅は、木造が6戸、簡易
耐火構造が 9戸、中層耐火構造 RC造が
36戸となっており、町営住宅長寿命化計
画に沿って、老朽化した1号棟から11号
棟の解体計画及び任意建替事業を順次進
め、令和3年3月末時点で高気密高断熱
木造住宅 (2LDKタイプ )を 6戸整備しま
した。計画では令和5年度までに2LDK
タイプを8戸、1LDKタイプを3戸を追
加整備予定となっています。
また、中層耐火構造 RC造 36戸につ
いて、給排水設備更新及び断熱性能向上
を目的とした内装改善事業を実施し、令
和3年3月末時点で17戸工事を実施し
ました。入居者の移転補償を行いながら、
全室の改善を目指して取り組んでいきます。
今後、人口減少を背景として、若者を
はじめとした町外からの移住・定住促進の
ため、 定住促進住宅等の整備や空き家の
利活用を進めるなど、人口減少抑制に取
り組んでいく必要があります。

 基本方針 
◆公営住宅については、町民の住宅需要
を把握し、計画的な建替事業を推進し
ます。

◆長寿命化計画に基づき、計画的な修繕

及び改善を実施し、施設の長期活用に
努めます。

◆町内の空き家等の状況を把握し、移住
者向けの住宅に活用するなど定住促進
を図ります。

 主な施策 
1. 定住環境の整備
(1) 建替事業の推進
公営住宅については、建替事業に計画
的に取り組み、「公営住宅長寿命化計画」 
の策定などによる住宅需要を見極めな
がら推進に努めます。

(2) 計画的な修繕事業の推進
計画的な修繕を行い、将来的に起こり
うる大規模な修繕の負担を軽減し、施
設を安全・長期的に使用できるよう努
めます。

(3) 移住・定住の促進
町内の空き家を町外からの移住者向け
に利活用し、住宅整備を図るとともに、
定住促進に努めます。

❹情報化への対応

 現状と課題 
近年、スマートフォンや携帯端末による
インターネット利用が急激に拡大し、いつ
でも、どこでも、誰でもが利用できる環
境が広がっています。
当町においては、平成 29 年度と平成
30年度に町内 8ヵ所の施設に無料Wi‐
Fi スポットの整備を行いました。今後も
町民の利用や訪れる観光客の利便性を考
慮し、更なる拡充を進める必要があります。
当町では、町内における情報伝達機能
として、令和元年度から令和2年度にか
けて防災行政無線のデジタル化を完了し、
災害の予防や情報の伝達など迅速・的確
に行えるよう、 通信体制を強化しました。
また、平成 22年度に整備された全国
瞬時警報システム(J-ALERT)により、津
波や地震などの対応に時間的余裕がない
事態が発生した場合でも、住民に緊急情
報を瞬時に伝達することが可能となってお
ります。令和元年度には全都道府県によ
る災害情報共有システム(Lアラート)の
運用も実現し、今後更に高度な災害情報
の提供システムの普及が進むことから、
当町としても遅れることなく対応していく
必要があります。
平成15年度に地域インターネット基盤
を整備し、光高速回線を利用して役場と
各施設にローカル・エリア・ネットワーク
(LAN)を敷設して、住民に情報サービス

を提供してきたところです。平成22年度
には、全町に光ファイバー網を整備し、
ADSL 回線を利用できなかった地域にも
光ブロードバンド回線によるインターネッ
ト接続サービスを提供することにより、 地
域間の情報格差の是正が図られました。
今後は、高齢者などの情報端末を所有
していない町民への対応について、防災
行政無線個別受信機の追加配備等を検討
し、情報の伝達漏れが発生しないように
することと、無料Wi‐Fi 環境の追加整
備を検討して、町民や当町を訪れる観光
客等の利便性の向上を図ります。

 基本方針 
◆町民と当町を訪れる観光客等の利便性向
上のため、無線情報通信基盤 (Wi-Fi ス
テーション )などの整備・拡充を図ります。

◆これまで整備してきた情報通信基盤を
有効活用するため、町の情報提供や当
町の小中学校と首都圏の学校との交流
について、インターネット回線を利用し
た情報提供及び学校間ネットワーク交
流の促進に努めます。

 主な施策 
1.情報化への対応強化
(1) 防災無線設備等の整備
防災無線設備の計画的な整備、住民へ
の緊急情報発信体制の整備・強化を図 
ります。
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(2) 既存情報通信基盤の利活用
既存の情報通信基盤を有効活用するた
め、町の情報提供や当町の小中学校と
首都圏の学校との交流について、イン
ターネット回線を利用した情報提供及
び学校間ネットワーク交流の促進に努
めます。

❺環境衛生対策の充実

 現状と課題 
当町のし尿処理については、青森地域
広域事務組合による施設の統廃合が行わ
れ、 平成11年度から上磯地区クリーンセ
ンターが稼働し、広域処理体制に移行し
ています。ごみ処理についても、ダイオ
キシンの規制により平成14年12月以降 
「今別地区環境センター」での焼却処理
ができなくなったことにより、現在は青森
市に委託しています。令和3年度以降今
別地区環境センターの解体・撤去が計画
されています。
また、当町の山崎地区に設置されてい
る最終処分施設は、前回の過疎計画では
令和11年3月まで使用可能とされていま
したが、令和元年度の調査では、今後、
約5年で満杯になると推計されています
ので、今後、施設の延命等の対策が必要
です。
これまで、ごみ減量化とリサイクル推進
について、適切な事業展開に努めてきま
したが、なお一層の普及・啓蒙に努める

必要があります。

 基本方針 
◆ごみの適正な収集・処理に向け、分別
排出の徹底、ごみの減量・リサイクル
化を図るとともに、町民の環境保全意
識の高揚に努めます。

◆青森地域広域事務組合の上磯地区ク
リーンセンターにおける、し尿処理体
制の充実を図ります。

 主な施策 
1. 環境衛生対策の推進
(1) ごみ処理に対する町民意識の高揚
水質汚濁防止やごみ排出量抑制のため
の町民の意識啓蒙を行うとともに、国
の補助金を利用した継続的な海岸清掃
や町民参加のクリーン作戦を展開します。
また、ごみの排出抑制、再使用、再生
利用の3R(リデュース・リユース・リサ
イクル) に基づく廃棄物処理システムの
確立と産業廃棄物などの不法投棄を防
止するための対策を講じます。

(2) し尿処理施設の充実
処理浄化槽の普及による水質保全を図
るとともに、中間処理施設及び最終処
分場などの施設整備に努めます。

❻上水道の整備

 現状と課題 
当町の水道施設は、上水道と簡易水道
が 2箇所 ( 大泊地区、二股地区 )、飲料
水供給施設が1箇所 (関口地区 )の計4
事業により給水を行っていましたが、主
要な上水道及び大泊地区簡易水道と二股
地区簡易水道の浄水施設が老朽化ととも
に、荒天時には水質事故が頻繁に起こる
ことから、平成18年度に上水道を核とし
て3事業を統合した変更認可を行い 「今
別地区簡易水道」として現在に至ってい
ます。
しかし、財政難により高額な建設費を
要することから事業実施には至らず、これ
までも水質管理に苦慮する状況が続いた
ため、平成 25年度に水源調査を実施し
た結果、水量・水質ともに良好な水源で
あると確認できたことから、平成27年度
から統合事業を進め、配水管が未接続で
あった大川平・二股間、山崎・大泊間、
鍋田・関口間の接続と、送水圧力を確保
するための増圧ポンプ場を設置し、平成
28年度の事業完成により、地域住民に対
してより安全で安心な水の安定供給や水
道施設を一元的に管理した事業運営の効
率化が可能となりました。
事業概要については、取水は表流水を
廃止し、今別地区に深井戸を設置し、ポ
ンプで汲み上げ、今別町全体の水源とし
ています。それに伴い以前使用していた取

水施設や導水管は全て廃止します。浄水
は統合事業前の3地区(今別・二股・大泊 )
で使用していた緩速ろ過や急速ろ過施設
を全て廃止し、今別浄水場の塩素注入設
備で滅菌し、飲料水として供給しています。
配水は、既存の今別浄水場内の配水池を
使用し、統合事業後は町全体への配水が
可能となり、引き続き安心・安全な飲料
水の安定供給に努めていきます。
また、公営企業会計への移行について
は、経営・資産等の正確な経営状況を把
握し、必要なサービスを将来にわたり安
定的に提供していけるよう、これまで以上
に中長期的な事業運営の効率化と健全化
を図るため、令和5年度までの公営企業
会計への移行へ向け、 令和 2年度より固
定資産調査を行い、資産台帳の整備を進
めており、次年度から公営企業会計シス
テムの導入と事業法適用に向けた基本方
針の策定及び移行業務を進め、公営企業
会計運用に取り組んでいきます。
下水道については未整備なため、生活
排水は道路側溝を経由して、河川や海岸
に流出しているのが現状です。
町内全域を生活排水区域とし、生活排

水施設を整備することを対策の基本とし
ながら、 浄化槽を設置していない家庭につ
いては、浄化槽の設置を促進します。また、
単独浄化槽を設置している家庭について
は、生活雑排水処理を進めるため個別の
状況を勘案しながら、合併浄化槽への切
り替えの指導をする必要があります。
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 基本方針 
◆上水道については、安全で安心できる
水の供給、安全な水源の確保、水道施
設の計画的な整備・充実に努めます。

◆下水道については、引き続き合併浄化
槽への切り替えの指導に努めます。

 主な施策 
1. 上水道・下水道の整備と充実
(1) 上水道の計画的な整備促進
「今別町簡易水道アセットマネジメント
計画」を策定し、既存施設の整備・撤
去を推進します。
また、水源の安全確保や災害時の応急
対策の整備などに努めます。

(2) 安定した水の供給
簡易水道施設の統合に伴い、区域内の
本管路整備と漏水対策等の整備を図
り、 安定した飲料水の供給に努めます。

(3) 下水道の整備・充実
地域住民の良好な生活環境の確保と公
共用水域の水質保全のために、合併浄
化槽整備事業での整備を推進します。

(4) 公営企業会計への移行
公営企業会計への移行に向けた整備に
努めます。

❼公園・緑地・水辺の整備

 現状と課題 
公園や緑地は、身近な憩いの場、地域
のコミュニティ活動の場、子供たちが安
心して遊べる場であるとともに、災害時に
は、避難場所となる重要な場所です。
また、潤いと安らぎに満ちた地域を築
くことは、町民の願いであり、生活水準
の向上による余暇の増大を背景に、生活
の中にゆとりを求める傾向が強まってお
り、今後は、公園や学校、その他の公共
施設周辺の緑化を進め、個性的で豊かな
地域景観の形成を図ることが必要です。

 基本方針 
◆公園・緑地・水辺の整備にあたっては、
町民との協働により、既存施設の適正
な維持管理・計画的な整備を進めると
ともに、豊かな潤いのある空間を創出
し、町民の癒しの場確保に努めます。

 主な施策 
1. 公園・緑地・水辺の整備
(1) 豊かな地域景観の形成
公園や学校、その他の公共施設周辺の
緑化を推進し、個性的で豊かな地域景
観の形成を図ります。

❽再生可能エネルギーの
　利活用

 現状と課題 
地球温暖化防止のため、「脱炭素化」
に向けた取り組みが加速しています。再生
可能エネルギー (太陽光・風力・バイオマ
ス等 )の活用等が求められているほか、
農山漁村の活性化と農林漁業の振興にも
活用されます。

 基本方針 
◆再生可能エネルギー資源の効果的な活
用の推進を図ります。

 主な施策 
1. 再生可能エネルギーの活用
(1) 再生可能エネルギーの推進
風力・太陽光・地中熱・バイオマスな
どの再生可能エネルギー事業を推進し、
地域の産業や生活に利用する取り組み
に努めます。
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❶消防・防災体制の充実

 現状と課題 
人口減少や高齢化等により、消防・防
災に大きな役割を果たす消防団員数が
年々減少傾向にあり、消防・防災はもと
より、近年のテロ行為などから町民を保
護するため、国民保護計画に基づき、国・県・
関係機関と連携し、緊急事態に迅速に対
応できる体制を整える必要があります。
当町の消防防災体制は、昭和47年に
1市 2町 3村からなる青森地域広域事務
組合による常備消防と今別町消防団によ
る非常備消防により総合的な消防防災・
救急活動を行っています。
常備消防は、今別町にその分署が設置
されて、水槽付消防ポンプ自動車、救急
自動車の配備や火災予防の充実を図るた
め広報連絡車を配備し、近年の核家族化
の進展による高齢者の一人住まいの増加
や地域環境の変化など災害が多様化・複
雑化しており、それらに対応した基盤整備
の推進や町民の防災への意識高揚に努め
ています。
非常備消防 (消防団 )については、団
員の減少や高齢化が進み、その対策が問
題となっています。今後は、消防団の活
性化をさらに進めるとともに、自主防災
組織の育成・強化を図り、複雑多様化す
る社会の防災・災害に対応する消防設備

の充実と高齢化が進む状況においても継
続可能な救急体制の整備・強化が求めら
れています。
救急業務は、青森地域広域事務組合が
急病人、交通事故などの救急医療のため
の搬送業務を行っていますが、高度救急
医療を受けるためには、当町が遠隔地に
あるという地理的条件、また、高齢化な
どの社会構造の変化による救急需要の増
加から、より専門的な知識と高度な技術
を備えた対応が求められており、救急業
務の高度化に向けて、救急救命士の要請・
確保に努めていく必要があります。

 基本方針 
◆町民の生命と財産を守るために、消防
施設の整備充実を図ります。

◆消防団や自主防災組織の充実を図り、
人員の確保・体制整備を推進します。
また、必要な知識・技能の習得のため、
訓練や講習会などを実施し団員の育成・
強化を図ります。

◆社会の変化に合わせた防災計画の策定
に努めます。

第3節　安心して暮らせる安全基盤の充実

第3節　安心して暮らせる安全基盤の充実

 主な施策 
1. 消防体制の整備・充実
(1) 消防施設の整備
防火水槽、消火栓などの消防水利の整
備等を計画的に進めるとともに、既存
施設の管理の徹底を図ります。

(2) 消防体制の充実
有事に際し迅速な対応が取れるよう、
消防団員の確保に努めるとともに、必
要な知識・技能の習得及び訓練や講習
などを実施し、人材の育成を図ります。 

2. 防災体制の整備・充実
(1) 防災組織体制の強化
災害の発生時に、行政機関や関係団体、
地域住民が一体となり、「今別町防災
計画」に沿った迅速で適切な対応がで
きる体制の整備を図ります。

(2) 防災計画等の充実
社会の変化に合わせて「今別町防災計
画」、「ハザードマップ」の見直し及び掲
載情報の周知を図り、非常用食料等の
緊急避難対策備品を備蓄する倉庫を整
備し、備蓄用品の充実を図るほか、自
主防災組織と連携を密にし、計画的に
各避難所等に備蓄する体制を構築しま
す。

(3) 防災拠点
北海道新幹線の災害時や台風、地震等
発生時の避難場所として、道の駅、い
まべつ総合体育館が指定されているほ
か、避難物資を備蓄していることから、
道の駅、いまべつ総合体育館のエリア
を防災拠点として防災機能の充実を図
ります。
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❷防犯対策の充実

 現状と課題 
近年は、架空請求や児童連れ去り事件
など高齢者や児童・生徒などの弱者を狙っ
た犯罪が多発しています。これらの町民
生活を脅かす犯罪防止のため、地域が一
体となった防犯体制を確立する必要があ
ります。
当町では、防犯関係機関・団体と連携
し、防犯灯などの設置による防犯環境の
整備や、防犯協会などの防犯関係団体の
組織の充実、防犯関係団体による水産資
源の密漁対策等安心・安全な地域コミュ
ニティづくりを進めるとともに、町民の防
犯意識の高揚を図っています。
今後は、防犯関係機関・団体との連携、
防犯意識の高揚、地域コミュニティづく
りなどの従来の取り組みをはじめ、地域
の安全は地域で守るための町民と一体と
なった防犯活動を推進していく必要があ
ります。

 基本方針 
◆町民を犯罪から守るため、防犯関係機
関・団体との連携により、町民の防犯
意識の高揚に努め、地域ぐるみの自主
的な地域安全活動を推進するとともに、
防犯環境の整備・ 充実に努めます。

 主な施策 
1. 防犯環境の整備・充実
(1) 防犯意識の高揚
防犯関係機関との連携により、防犯活
動の紹介や犯罪状況の広報等により、
町民の防犯意識の高揚を図ります。

(2) 自主防犯組織の育成・支援
防犯協会への支援により、地域住民に
よる自主的な地域防犯活動を強化・促
進します。

(3) 防犯施設の整備
地域住民のニーズ把握による集落周辺
の防犯灯等を整備し、夜間の安全確保
を図ります。

❸交通安全の推進

 現状と課題 
マイカーの普及により、町民の日常の
移動手段は自動車への依存度が高くなっ
ています。 また、高齢化社会を反映して、
高齢者に係る交通事故が年々増加傾向に
あることから、事故防止に向けた地域ぐ
るみの交通安全意識の高揚を図る必要が
あります。
当町では、通勤エリアの拡大に伴い、
幹線道路や住民の生活道路などの整備を
行い、車両の混雑解消や歩行者の安全確
保など町民の利便性向上に取り組むとと
もに、今別町交通安全対策協議会を中心

に、全町あげての交通安全運動の展開や、
町民の自主的な活動を支援し、安全で住
みよい地域社会の実現に向け取り組んで
います。
今後は、サーモンの養殖事業の拡大等
により、さらに交通量の増大が予測され
ることから、 町民と一体となった交通安
全運動をより一層推進するとともに、交
通安全施設等の検討・整備が必要です。

 基本方針 
◆町民の交通安全確保のため、関係機関・
団体と連携し、交通安全教育や啓発活
動を行うことにより、町民の交通安全
意識の高揚を図るとともに、交通安全

施設の整備・充実を図ります。

 主な施策 
1. 交通安全対策の推進
(1) 交通安全運動の推進
関係機関・団体と連携し、町民と一体
となった交通安全運動の推進を強化す
るとともに、児童・高齢者を対象とした
交通安全教育を推進します。

(2) 交通安全施設の整備
安全で円滑な道路交通環境を確保する
ために、道路標識・カーブミラー等の
整備を促進します。
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第1節　効率的な行財政運営と広域行政の推進

第 4 章 効率的で健全な行財政運営のまち

❶行政改革の推進

 現状と課題 
バブル崩壊から続く経済の低迷や長期
化する円高・デフレ等厳しい経済環境の
中、簡素で効率的な行政システムの構築
が必要とされています。
当町の行政機構は、5課1室及び議会、
教育委員会、選挙管理委員会、監査委員
会の各事務局からなっています。
平成 28年度策定の定員適正化計画で
は、令和2年度までの5年間において、
定年退職の補充抑制、職員の適正配置、
計画的職員の採用及び事務・事業の見直
しにより12人削減する計画により56人
としており、令和2年 4月1日現在では
57人で、計画より1人多い状況です。こ
れは平成 28 年度より退職者の再任用制
度が始まり、職員数の減少が少なくなっ
たためです。
職員構成は、前回の計画時と同様に中
間層の職員が極めて少ないため、今後も
社会人枠を設け採用する等、適正な組織
構成、効率的な定員の管理を図ります。
また、社会経済の急激な変化、町民ニー
ズの多様化や、全国的に業務システムの

クラウド化が進められている中で、当町で
も基幹系システムのクラウド化を進めてい
くことが必要となります。
今後は、厳しい財政状況を十分に考慮
しながら、急激に進展する社会情勢に対
し十分に創造性を発揮し、事務・事業の
高度化、複雑化に対応できるよう更なる
ICT等の整備、職員の養成研修や効率的
な行政組織・機構の構築に努めていく必
要があります。

 基本方針 
◆今別町第5次総合計画に基づく計画的
な行政運営を進めるとともに、行政評
価の仕組みづくりと改善、今別町過疎
地域自立促進計画との連携を図りなが
ら、成果の高い事業実施に努めます。

◆行政運営の中心となる職員の資質の向
上を図るとともに、町民の期待に応え
られる柔軟で効率的な行政運営体制を
確立します。

◆ ICTの積極的な活用を図り、事務・事
業の効率化や町民サービスの向上に努
めます。

 主な施策 
1. 計画的な行政の推進
(1) 第 5次総合計画に基づいた行政の
推進

今別町第5次総合計画に基づいた計画
的な行政運営を進めるため、下位計画 
である「今別町総合戦略」や「今別町
過疎地域自立促進計画」と連携を図り
ながら、 進捗管理を行い、財政見通し
と整合性をとりながら実効性のある計
画推進に努めます。

(2) 効率的な行政運営の推進
事務事業の必要性や効果などを評価す
る行政評価システムに積極的に取り組
むとともに、町民との協働や町民の視
点に立った行政改革の推進に努めます。 

2. 組織体制の充実
(1) 柔軟な組織管理
組織機構の簡素化や効率化を図るた
め、時代や町民ニーズに合った柔軟な
行政機構・執行体制の確立に努めると
ともに、職員定数の適正な管理を推進
します。

(2) 職員資質の向上
一般研修・特別研修・派遣研修をはじ
めとする諸研修の実施・派遣により、
職員の能力開発を図ります。

(3) 人事・給与事務の適正な執行
行政課題や需要の変化に対応した組織
機構の見直しを行い、より効果的で適
正な組織機構と人員体制の確保を図り
ます。

3.行政機能の向上
(1) 町民サービスの向上
事務・事業のクラウド化、行政事務の
効率化を図るとともに、ICTの利活用
を進め、町民サービスの向上に努めます。

❷財政運営の健全化

 現状と課題 
当町の財政状況は、財政力指数は
0.204(令和元年度 )と財政力が弱く、厳
しい財政運営となっており、自主財源が
乏しい当町においては、地方交付税や補
助金等に依存する財政構造で、特に地方
交付税は、歳入割合の約45%で依存度
は高い推移となっています。
財政健全化指標の実質公債比率、将来
負担比率は、いまべつ総合体育館の建設
や防災行政無線デジタル化事業といった
大規模な事業の施行に伴い、上昇する見
込みとなっています。その他、町営住宅
建替事業や道路新設事業の施工や今別小
学校の老朽化による今後の事業による更
なる増加が見込まれます。
また、青森地域広域事務組合が実施し
た今別分署建設事業、簡易水道事業の簡
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易水道統合事業に係る公債費の増加等に
伴う一部事務組合負担金及び特別会計繰
出金が増加する見込みです。
今後は、財政運営が厳しさを増す中、
多様化する住民ニーズを的確に把握し、
事務事業の成果や優先順位を検証し、類
似事務事業の整理統合、必要性や効果の
低い事業の廃止などの見直しを図り、さ
らに緊急性・重要性・費用対効果につい
て精査し、自主財源の確保に努めるとと
もに、補助金の見直しや経費の節減等の
歳出の抑制を図り、効率的な政策を実施
するための財源確保に努める必要があり
ます。

 基本方針 
◆歳出経費の徹底的な見直しを行うとと
もに、町税等の歳入の確保を図り、財
政の健全化を推進します。

◆国・県の支援事業や過疎対策事業債を
はじめとする過疎地域自立促進のため
の各種特例措置の優先的な活用と、地
方交付税の有効活用に努め、財源の合
理的・効率的・計画的な運用を図ります。

 主な施策 
1. 自主財源の確保
(1) 税収の確保と収納率の向上
町税の適正・公平な課税と収納率向上
のために、庁内関係各課による定期的
な情報交換や、県と連携した地方税徴

収対策を図ります。

(2) 使用料・手数料の適正化
使用料・手数料については、定期的な
見直しを行い、受益者負担の適正化を
図ります。

2. 財源の効率的な活用
(1) 国・県支援事業の活用
主要事業の実施にあたっては、費用対
効果を十分検討し、できる限り国・県
の支援事業を活用します。

(2) 過疎債等の有効活用
町債については、有効な財政措置を受
けられる過疎債の有効活用と、将来の
公債費負担を十分考慮し、適正な公債
運用を図ります。

(3) 経常経費の削減
施設管理費の抑制や経費削減合理化
等、徹底した経費削減を図ります。

3. 財政運営の適正化
(1) 計画的な財政運営の推進
中期的な財政計画の策定にあたっては、
「今別町第5次総合計画」、「第2期今
別町 まち・ひと・しごと創生総合戦略」、
「今別町過疎地域自立促進計画」との
整合性を図りながら、財源の有効配分
に努めます。

(2) 健全な公営企業経営の推進
的確な経営分析に基づく経営基盤強化
を図り、公営企業の健全性確保に努め
ます。

❸広域行政の推進

 現状と課題 
町の広域行政については、昭和 45年
度に青森市及び東津軽郡3町3村を構成
市町村として国から市町村圏の指定を受
け、昭和46年に、地域住民の生活向上
と圏域の一体的発展を図ることを目的に
「青森地域広域市町村圏計画」を策定し
ました。
以来、社会経済情勢の変化に対応し、
昭和 56 年、昭和 61年、平成 2年と4
次にわたる改定を行い、「ふるさと市町村
圏」のモデル圏域に選定されたことから
「青森地域ふるさと市町村圏計画基本構
想」並びに「同前期基本計画」が策定さ
れました。
また、令和元年に「青森圏域連携中枢
都市圏」形成に係る連携協約が締結され、
「青森圏域連携中枢都市圏ビジョン」が策
定されました。圏域内の住民生活や経済
活動等、様々な面において結びつきが強
まってきており、これまでの農業振興、
観光振興等において、各市町村で連携し
て取り組みを行ってきたところです。
当町の果たす役割として、圏域北部に
おける農林水産物の供給基地として、ま

た、恵まれた自然を活かした広域観光ネッ
トワーク基地としての役割を果たすことが
期待されています。今後は、当町におけ
る人口減少抑制を目指し、圏域全体で必
要な生活機能を確保し、人口定住を促進
するための積極的な広域行政連携を強化
する必要があります。

 基本方針 
◆青森圏域連携中枢都市圏の形成、青森
地域広域事務組合等との連係強化に努
めるとともに、人口減少、少子高齢化
の抑制のための移住・定住促進を図り
ます。

 主な施策 
1. 広域行政の推進
(1) 青森地域広域圏の発展強化
青森地域広域事務組合等の既存広域組
織の連携をさらに強化するとともに、 人
口減少の抑制や町民ニーズの動向を見
極めながら、新たな連携・協力体制の
整備に努めます。

(2) 青森圏域連携中枢都市圏の形成
圏域が目指す将来像とその実現に向け
て構成市町村が連携して進める具体的
な事業に取り組みます。
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